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 試験研究用原子炉施設の解体に伴って発生する廃棄物に対する共通的な放射能濃度評価方法

の構築に向けて、立教大学の原子力研究所にある TRIGA-II 型炉を対象として、アルミニウム

合金、炭素鋼、遮蔽コンクリート及び黒鉛構造材中の放射化生成核種の放射能を、放射能分析

及び放射化計算により評価した。また、構造材組成の分析を放射化計算に使用するために実施

した。構造材サンプルはコアボーリングにより採取し、放射化学分析及び構造材組成分析の両

方に使用した。放射能分析により放射能を評価した核種はアルミニウム合金について 3H、60Co、
63Ni、炭素鋼について 3H、60Co、63Ni、152Eu、遮蔽コンクリートについて 3H、60Co、152Eu、黒

鉛について 3H、14C、60Co、63Ni、152Eu であった。中性子束分布の計算は 2 次元離散座標計算コ

ード DORT を使用し、構造材中の誘導放射能は ORIGEN-ARP コードを用いて計算した。これ

らの計算には 2 次元円柱座標モデルを用いた。アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリー

トでは、構造材組成分析値を利用することにより、概ね保守的かつ良い精度で放射能濃度を評

価できる見通しが得られた。一方で黒鉛では、構造材組成分析では全ての元素が定量下限値未

満であったにも拘らず、全測定核種の放射能分析値は得られ、従って定量下限値を使用した放

射化計算結果は概ね著しい過大評価となった。 
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1. はじめに 
 

1.1  背景と目的 

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という）が進めている研究施設等廃棄物の埋設

事業において対象とする廃棄物は、試験研究用原子炉（以下、研究炉という）施設、照射後試

験施設、放射性同位元素使用施設等、様々な施設から発生するものである。これらの施設は原

子力機構内の多様な施設のみならず、国内の様々な研究機関、大学、医療機関、民間企業等の

ものを含み、施設を所有する事業者の規模は様々である。従って、研究施設等廃棄物に含まれ

る放射性核種の種類やその放射能も多様である。埋設事業者として、埋設の対象とする廃棄物

の放射能に関する情報は、埋設処分場の設計及び事業許可申請の際に埋設対象物の放射能イン

ベントリを設定することに加えて、処分場に埋設しようとする個々の廃棄体を受け取る際に、

受け入れ可能な最大放射能濃度を超えないことの確認をするために必要となる。このため、申

請及び確認の手続きの円滑化を図るために、多様な廃棄物の発生施設の種類毎にそれらの特徴

を考慮して、共通的に適用可能な放射能濃度評価方法を構築しておくことが合理的である。 

 これまでに原子力機構においては、研究炉施設や照射後試験施設から発生する研究施設等廃

棄物について、放射能濃度評価法の検討が進められてきている 15)。このうち、研究炉施設から

発生する廃棄物については、動力試験炉（JPDR）、JRR-2 及び JRR-3 の過去の解体に伴って発

生し、現在保管されている廃棄物のうち、金属廃棄物を対象とした検討がなされている 1,2,5)。

これらの検討においては、現在埋設処分が実施されている原子力発電所から発生する廃棄物（以

下、発電所廃棄物という）の放射能濃度評価法 6)を参考にして、放射能濃度分析データを利用

したスケーリングファクタ法や平均放射能濃度法のような統計的手法の適用性に関する検討が

なされている。これらの検討は現在保管されており、発生からある程度の時間が経過している

廃棄物に対するものであるが、一般的に、廃棄物の性状把握は廃棄物発生後の早期に行うこと
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研究炉の解体に伴い発生する廃棄物の放射能濃度は、設定した原子炉構造物の適切な元素成分

                                                  
1 研究炉の熱出力は、1 W の UTR-KINKI（近畿大学）から 140 MW の常陽（原子力機構）まで幅広い 8)。 
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条件、中性子条件及び照射条件等に基づく、中性子束分布計算及び放射化計算により評価でき

ると期待される。 

 上述した理論的計算は、様々な情報を入力とした複数の計算コードによる計算を実施するこ

ととなる。原子力機構においては、廃止措置を計画している原子炉施設内の残存放射能インベ

ントリを評価するシステムである RADO コードシステム 9)が整備されている。RADO コードシ

ステムは炉心から離れた遮蔽体等までの大きな体系の計算が良い精度で実施できるように、巨

視的実効断面積の計算、中性子束の計算及び放射化放射能インベントリ計算に必要となるプロ

グラム等を統合したシステムである 9)。 

今回、研究炉の解体により発生する廃棄物について、RADO コードシステムと同様な計算手

順により、埋設処分する際に重要になると考えられる核種の放射能濃度を評価することを検討

した。理論的計算により放射能濃度を精度良く評価するためには、中性子照射を受ける構造材

について、微量成分を含めた組成をできる限り正確に把握しておくことが重要である。従って、

モデルとして選定した研究炉において、研究炉で多く用いられる構造材のサンプルを採取し、

構造材組成の分析を実施するとともに、この分析結果を使用した理論的計算を実施し、放射化

により生成する放射能を評価した。また、この理論的計算の精度を評価するために、構造材サ

ンプルの放射能分析についても実施し、計算結果と比較した。 

 

1.2  検討手順及び本報告書の構成 

本検討における検討手順及び本報告書の構成は以下の通りである。まず、評価の対象とする

構造材及びモデルとする研究炉を選定した。また、有意な放射能分析値が得られるよう、予備

的な放射化計算によりサンプリング位置を選定し、選定した位置において構造材をサンプリン

グした。これらの内容は 2 章に記載する。 

次に、放射化計算の条件として用いるために、採取したサンプルの構造材組成分析を実施し

た。3 章に構造材組成分析の手順及びその結果を示し、本検討で得られたデータを文献等のデ

ータと比較する。また、後に放射化計算結果との比較により計算精度を確認するために、採取

したサンプルの放射能分析も実施した。4 章に放射能分析手順及びその結果を示す。 

分析により得られた構造材組成を用いて、各サンプリング位置における放射化計算を実施し

た。計算結果は採取した各サンプルの放射能分析結果と比較した。5 章に放射化計算の手順及

び計算結果並びに計算結果と分析結果を比較した結果について示す。最後に、本検討を通して

得られた知見及び今後の課題を 6 章にまとめる。 
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2. 原子炉構造材のサンプリングの検討と実施 
 

研究炉構造材の放射能分析結果と放射化計算結果の比較に基づく放射能濃度評価法の検討の

ため、研究炉に主要な構造材の種類を検討した上で、これらの構造材を含む研究炉を選定し、

構造材のサンプリングを実施した。 

 

2.1  評価対象とする構造材の検討 
 1 章で述べた通り、発電所廃棄物の放射能濃度決定手順においては、放射化物の場合には基

本的に理論的方法を適用するとされており、理論計算条件の設定にあたっては、ピット処分及

びトレンチ処分対象の放射化物となる代表的な材質としてステンレス鋼、炭素鋼及びコンクリ

ートに着目する必要があると説明されている。研究炉においては、これらの構造材の他にアル

ミニウム合金や黒鉛が良く用いられている 10,11)。そこで本検討では、鋼材及びコンクリートに

加えて、アルミニウム合金及び黒鉛を対象とし、構造材組成分析及び放射能分析を実施するこ

ととした。 

 

2.2  検討対象とする研究炉の選定と構造 
本検討で対象とする研究炉は、2.1 節で述べた主要な構造材を有しており、かつ放射能分析値

と放射化計算の比較を行うために、分析するサンプルの位置が明確になるよう、放射化した構

造物がまだ解体されていないことが望ましい。また、放射能分析結果を放射化計算と比較する

ため、積算熱出力が比較的大きく放射化による生成放射能が高い研究炉が望ましい。これらを

踏まえ、本検討では生体遮蔽等の構造物がまだ解体されていない研究炉であり、アルミニウム

合金、炭素鋼、コンクリート及び黒鉛の構造材を有する立教大学原子力研究所の TRIGA-II 型

炉2（以下、立教大学炉という）を対象とすることとした 12)。 

立教大学炉の概略図を図 2.1 に示す 12)。タンクは内径約 1.91 m のアルミニウム合金製タンク

が内径約 2.08 m の炭素鋼製タンクに挿入されているという二重構造になっている。側部のタン

ク壁の厚さはアルミニウム合金が 6.4 mm、炭素鋼が 6.0 mm であり、底部についてはアルミニ

ウム合金が 12.7 mm、炭素鋼が 9.0 mm である。炉心中心面からタンク底部表面までの距離は

914 mm である。また、タンク底部はモルタル（108 mm 厚）で互いに固定されている。炭素鋼

タンク内部表面は約 52 mm 厚のモルタルで覆われており、アルミニウム合金とモルタル間の約

30 mm の隙間は炉心中心面から 2.3 m の高さまで玉石が充填されている。タンクはコンクリー

ト製の生体遮蔽（ 1 m 厚）に囲まれている。図 2.1(a)に示す通り、遮蔽体の上部は普通コンク

リート製、下部は砂の代わりに砂鉄を配合したコンクリート（以下、遮蔽コンクリートという）

である。さらに、炉心中心面の高さを中心に黒鉛製のサーマライジングカラム（炉心からプー

ルの方向）及びサーマルカラム（炉心からプールと反対の方向）を有しており、サーマルカラ

ムは 25 mm 厚のアルミニウムに覆われている。 

                                                  
2 TRIGA は Training, Research, Isotope production, General Atomics の略語。 
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2.3  構造材サンプリング位置の選定とサンプルの採取 
研究炉は発電用原子炉と比較して熱出力が小さい3ことから、原子炉構造材の放射化の程度

も小さい。このため、放射化領域の構造材について中性子放射化による構造材組成の変化が小

さいことが予想される。文献データ及び記録類に基づく構造材組成を用いた予備的な放射化計

算により、長期間の中性子放射化による構造材組成変化を確認した後、有意な放射能分析値が

得られると考えられ、かつなるべく広い位置からのサンプリングを実施した。また、少ないサ

ンプルからなるべく多くの構造材組成及び放射能分析データを得るため、立教大学炉における

サンプリング位置を検討するに際し、構造材組成分析及び放射能分析を同一の構造材サンプル

を用いて行うこととした。 

 

2.3.1  予備的な放射化計算による構造材サンプリング位置の検討 

構造材組成分析及び放射能分析において同一のサンプルを用いて実施することの妥当性を論

じるために、5 章に示す計算手法を用いた予備的な放射化計算により、中性子束が比較的高い

と考えられる位置での構造材組成の感度解析 13)を実施した。この感度解析は、アルミニウム合

金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートについては炉心高さ（図 5.1(a)の位置 S1）、黒鉛については側

部の反射体の炉心高さにおいて炉心から遠い部分（図 5.1(a)参照）において実施した。起源元素

としては、放射性元素を除く全ての元素（但し、Bi、Th、U を含む）を考慮した。また、生成

核種としては研究施設等廃棄物浅地中処分施設の概念設計 14)における被ばく評価対象核種（50

核種）及び試験研究の用に供する原子炉等に係る放射能濃度についての確認等に関する規則 15)

において定められている、研究炉施設において用いた資材等（金属くず、コンクリート破片又

はガラスくず）のクリアランスのための放射能濃度評価対象核種（33 核種）の和集合となる 64

核種を考慮した。感度解析による最大の元素重量の変化は、アルミニウム合金では Li の 5  

106%の減少、炭素鋼では Li の 1  106%の減少、遮蔽コンクリートでは Th の 2  106%の減

少、黒鉛では Li の 0.01%の減少であった。長期間の中性子照射による構造材組成の変化は十分

に小さいことから、構造材組成分析及び放射能分析について、同一のサンプルを用いての実施

が妥当であると結論付けた。 

上述した予備的な放射化計算における各構造材の元素組成は、各元素について過大評価とな

るよう設定しており、概要は以下の通りである。炭素鋼及び遮蔽コンクリートについては米国

の原子力規制委員会（United States Nuclear Regulatory Commission）より公開され放射化評価の

ために利用されている分析データ（以下、NUREG 値という；容器鋼材及び生体遮蔽コンクリ

ート）16,17)又は川太ら 18)による新型転換炉「ふげん」から採取したサンプルの分析データ（コ

ンクリート）を主に参照し、分析データの平均値に標準偏差の 2 倍を加えた値を比較して大き

いほうの値を計算に使用した。一部の元素については、NUREG 値や川太らの値より大きい場

合には、助川ら 19)により報告されている JPDR の構造材の分析値、岸本ら 20)により JRR-2 原子

炉の放射化計算に用いられているデータ及びその他の研究炉の構造材成分の公称値を参照した。

また、一部の標準偏差が記載されていない元素については、化学的性質が類似していると考え

                                                  
3 軽水型発電炉の熱出力は 1500 MW–4100 MW の範囲であるため、熱出力の高い常陽でも軽水炉の 1/10 未満

である 8)。 
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3 軽水型発電炉の熱出力は 1500 MW–4100 MW の範囲であるため、熱出力の高い常陽でも軽水炉の 1/10 未満

である 8)。 
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られる元素のものを参照した。アルミニウム合金については、岸本らにより報告されている

JRR-2 のアルミニウム材（A6061）の分析値及び日本工業規格 21)による A6061 の元素成分幅の
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了後に実施した。ダイヤモンドコアビットの冷却及び粉塵の飛散防止のため、コアボーリング

は水を供給しながら実施した。 

2 回のサンプリングにより採取した構造材サンプルを表 2.1 に示す。S1–S3 からは直径 120 
                                                  
4 過大評価となる元素組成設定の際とは逆に、文献データの平均値から標準偏差の 2 倍を引いた値を使用し、

これが正の値とはならない元素については平均値の 1/10 を計算に使用した。 
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mm のサンプル、S4 からは直径 60 mm のサンプルを採取した。1 回目のコアボーリング作業時

は装置の固定が困難であったため、S1 の中心の高さは炉心中心面の高さから上に 10 mm、S2 の

中心は S1 の位置からプール側に 22 mm ずれた位置となった。2 回目のコアボーリング作業で

は S3 から採取した遮蔽コンクリートはサンプリング中に破砕したが、約 120 mm 長さ相当分を

採取した。 

 

 

表 2.1  採取した構造材サンプルの形状 

構造材 

サンプリング 

位置 

サンプル形状と寸法 密度 

(g cm3) 形状 寸法 

アルミニウム 

合金 

S1 円盤 120 mm  6 mm 2.73 

S2 円盤 120 mm  6 mm 2.71 

S3 円盤 120 mm  12.7 mm 2.71 

炭素鋼 S1 円盤 120 mm  6 mm 7.87 

S2 円盤 120 mm  6 mm 7.87 

S3 円盤 120 mm  9 mm 7.87 

遮蔽 

コンクリート 

S1 円柱 120 mm  約 200 mmb 2.70 

S2 円柱 120 mm  約 200 mmb 2.69 

S3 円柱 + 破片 a 120 mm  約 120 mm –d 

黒鉛 S4 円柱 60 mm  約 130 mmc 1.72 
a サンプル採取中に一部破砕した。 
b 炉心側から 120 mm を切断した円柱部を分析に使用し、残りは密度測定に用いた。 
c 炉心側から 50 mm を切断した円柱部を分析に使用し、残りは密度測定に用いた。 
d 破砕した部分を含めて全量を分析に使用したため、密度の測定は実施していない。 
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図 2.1  立教大学炉の概略図 
点線領域 S1–S4 はサンプリング位置を示す。(a) 側面図。破線は普通コンクリートと遮蔽コンクリートの境界

面、一点鎖線は炉心中心面を示す。拡大図はタンクの構造を示す。(b) 上面図。 
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3. 構造材サンプルの構造材組成分析 
 

2.3.2 項にてサンプリングした原子炉構造材サンプルは実験室に輸送後、構造材毎に溶解が容

易になるよう切粉状又は粉末状のサンプル（以下、分析用サンプルという）に調製した。調製

した分析用サンプルを用いて、放射化計算における元素成分条件設定に用いるための構造材組

成分析を実施した。 

 

3.1  分析用サンプルの調製と密度測定 
アルミニウム合金及び炭素鋼は表面の付着物（塗膜、錆、汚れ等）をグラインダーにより剥

離した後、表面を研磨した。サンプリング位置 S1 及び S2 から採取したアルミニウム合金は、

炉壁側に溶接痕のような凸部が見られた。S2 から採取した炭素鋼は炉心側に L 字管が溶接さ

れていたが、研磨前に切断して取り除いた。また、S3 から採取した炭素鋼は炉壁側に厚みの異

なる円形の凸部が見られた。圧縮空気により表面の付着物を除去した後、ドリルで多数の穴を

開けることにより一部を切断し、断片にドリルで穴を開けて発生した切粉を分析用サンプルと

して採取した。この際、S1 及び S2 から採取したアルミニウム合金及び S3 から採取した炭素鋼

については、材質に対するサンプルの代表性を考慮して、凸部を避けて切粉を採取した。 

 遮蔽コンクリートコアは S1 及び S2 から採取したサンプルについて、ダイヤモンドカッター

を用いて炉心側より 120 mm の位置で切断し、120 mm  120 mm の円柱形とした。円柱形サン

プルの重量は S1 のサンプルが約 3500 g、S2 のサンプルが約 3600 g であった。S3 から採取した

サンプルは円柱部及び破砕部の全量（重量約 3500 g）を使用した5。これら 3 箇所のサンプル

は圧縮空気により表面の付着物を除去し、ハンマー及びステンレス乳鉢を用いて全量粉砕した

後、目開き 2 mm のふるいを通過させた。得られた粉末を混合後に縮分して分析用サンプルと

した。 

 位置 S4 から採取した黒鉛コアの分析用サンプル調製についても、遮蔽コンクリートと同様

の操作で行った。糸鋸を用いて黒鉛コアを炉心側より 50 mm の位置で切断し、60 mm  50 mm

の円柱形とした。圧縮空気により表面の付着物を除去し、やすり等を用いて全量を粉末とした

後、目開き 1 mm のふるいを通過させた。得られた粉末を混合後に縮分して分析用サンプルと

した。 

 サンプリング中に一部が破砕した S3 の遮蔽コンクリートを除く全ての構造材サンプルにつ

いて、分析用サンプルの調製のために切断した際の残りの部分を用いて、液中ひょう量法 24)に

より密度を測定した。各構造材の密度の測定結果を表 2.1 に示す。アルミニウム合金、炭素鋼

及び遮蔽コンクリートの密度はサンプリング位置によらずほぼ一定であった。 

 

3.2  構造材組成分析手順 
 各構造材について分析対象とした元素を表 3.1 に示す。これらの元素は、基本的には 5 章に

示す放射化計算手法による、各元素を起源として生成する放射能の予備的な計算値（2016 年 3
                                                  
5 重量が S1 及び S2 の円柱形サンプルとほぼ同じであることから、5 章では S3 から採取したサンプルの分析

結果についても 120 mm  120 mm の円柱形領域の計算結果と比較することとする。 
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月 31 日時点：原子炉停止後約 15 年）への寄与が大きいものを中心に選定した。ここで、2.3.1

項に記載した構造材組成の感度解析と同様に、アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリー

トについてはサンプリング位置 S1、黒鉛については炉心部側部の反射体における計算結果を用

いた。 

本検討では予備的な放射化計算による生成放射能の寄与率以外の観点から、以下に示す元素

についても分析対象に加えた。研究炉廃棄物の浅地中埋設処分の安全評価上重要な核種として

94Nb 及び 108mAg が予備的に選定されている 10)ことから、これらの起源元素である Nb 及び Ag

をアルミニウム合金及び炭素鋼について分析対象とした。また、JRR-2 及び JRR-3 の金属廃棄

物において、152Eu の放射能濃度が測定されている 5)ことから、起源元素の Eu をアルミニウム

合金について追加した。さらに、将来的に核分裂生成物の生成に関する検討の参考とするため、

現状では測定データ数が少ない U の分析をアルミニウム合金、炭素鋼及び黒鉛について実施

した。1 回目のコアボーリング作業で採取した S1 及び S2 のサンプルの放射能分析と放射化計

算結果との比較後に、Cu を起源とする 63Ni 生成に関する詳細な検討の重要性が示唆されたた

め、2 回目のコアボーリング作業で採取したアルミニウム合金と炭素鋼の S3 のサンプル及び黒

鉛について Cu を分析した。加えて、炉心からの距離が大きくなるにつれて分析値と計算値と

の差が大きくなることが明らかになったことから、熱中性子吸収による中性子束減衰の定量的

評価の一助とするために、同じく 2 回目のコアボーリング作業で採取した遮蔽コンクリートの

S3 サンプルについて Cd を追加した。 

以下の各節に、各構造材における構造材組成の分析手順を示す。全ての分析操作について、

分析用サンプルを用いない操作についても前処理から測定まで同様に実施してブランクとした。

また、各サンプリング位置の分析用サンプルについて、前処理から測定までの操作は O 分析に

ついて 3 回、その他の元素について 2 回実施した。 

 

3.2.1  アルミニウム合金の構造材組成分析手順 

 アルミニウム合金について分析対象とした元素は、Li、Fe、Co、Ni、Cu、Nb、Ag、Eu、U の

9 元素である。アルミニウム合金の構造材組成分析の手順を図 3.1 に示す。分析用サンプルの前

処理として酸分解及び二硫酸カリウム融解を行った後、誘導結合プラズマ発光分光分析法（以

下、ICP-AES という）又は誘導結合プラズマ質量分析法（以下、ICP-MS という）を用いて元素

を定量した。 

分析用サンプル 0.2 g に 3 M 塩酸/3 M 硝酸を 25 mL 加え、加熱してサンプルを分解した。こ

こで、Ag の分析においては難溶性の塩化銀の生成を避けるため、3 M 塩酸/3 M 硝酸の代わり

に 7 M 硝酸を用いた。冷却後、ろ紙により溶液をろ過し、残渣を純水で洗浄後にろ液及び洗液

を 50 mL に定容した（溶液 1a）。残渣はろ紙とともに白金るつぼに移し、乾燥及び炭化後、電

気炉を用いて 550 ºC で 60 分間加熱した。二硫酸カリウム 1.5 g を加え、強熱して残渣を融解し

た。融成物に少量の純水を加え、加熱しながら 6 M 塩酸 4 mL を徐々に加えて溶解した。ここ

で、Ag の分析においては、6 M 塩酸の代わりに 7 M 硝酸を用いた。溶液をろ過して残渣が見ら

れないことを確認した後、ろ紙を純水で洗浄し、ろ液及び洗液を 50 mL に定容した（溶液 1b）。 

分析対象元素のうち、Fe の定量には ICP-AES を、その他の元素の定量には ICP-MS を使用し

JAEA-Technology 2019-003

- 9 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 10 - 

た。ICP-AES 及び ICP-MS による定量は内標準法により行った 25)。7 M 硝酸に測定対象元素の

標準液を添加後、溶液 1a 又は 1b を一定量加えて純水で定容した。溶液 1a 及び 1b について

ICP-AES（PerkinElmer、Optima 7300 DV）又は ICP-MS（PerkinElmer、ELAN 6100 DRC）による

測定を行い、検量線を用いて定量した。溶液 1a 及び 1b の定量値を合わせてサンプルの分析値

とした。 

 

3.2.2  炭素鋼の構造材組成分析手順 

 炭素鋼について分析対象とした元素は、Li、Fe、Co、Ni、Cu、Nb、Ag、Cs、Eu、U の 10 元

素である。これらの分析手順はアルミニウム合金と同様である（図 3.1）。まず、分析用サンプ

ルの前処理として酸分解及び二硫酸カリウム融解を行った 26)。その後、前処理操作により得ら

れた溶液 1a及び 1bについて ICP-AES（PerkinElmer、Optima 7300 DV）又は ICP-MS（PerkinElmer、

ELAN 6100 DRC）による測定を行い、内標準法により各元素を定量した 26)。アルミニウム合金

の分析と同様に、分析対象元素のうち、Fe の定量には ICP-AES を、その他の元素の定量には

ICP-MS を使用し、溶液 1a 及び 1b の定量値を合わせてサンプルの分析値とした。 

 

3.2.3  遮蔽コンクリートの構造材組成分析手順 

 遮蔽コンクリートについて分析対象とした元素は、Li、N、O、Cl、Ca、Fe、Co、Ni、Cd、Ba、

Eu、Th、U の 13 元素である。遮蔽コンクリートの構造材組成分析の手順（O の分析を除く）を

図 3.2 に示す。分析対象元素のうち、N の分析については前処理としてケルダール分解及び蒸

留分離を実施後、インドフェノール青吸光光度法により定量した 27)。O の分析については不活

性ガス融解後、赤外線吸収法により定量した。Cl についてはサンプルの溶解後、チオシアン酸

水銀(II)吸光光度法により定量した 28)。また、その他の元素については前処理として酸分解、フ

ッ化水素酸処理及び二硫酸カリウム融解を実施した後、Ca、Fe、Ba の 3 元素は ICP-AES を、

Li、Co、Ni、Cd、Eu、Th、U の 7 元素は ICP-MS を使用して定量した。以下に分析手順の詳細

を示す。 

 

3.2.3.1  N の分析 

分析手順を図 3.2(a)に示す。分析用サンプル 2 g に硫酸 10 mL、硫酸カリウム 5 g 及び硫酸銅

(II)五水和物 2 g を加え、加熱することによりサンプルを分解した。溶液及び不溶解物を遠沈管

に移し、3000 rpm で 10 分間遠心分離を行った後、上澄みを蒸留フラスコに入れた。蒸留フラ

スコに 50%水酸化ナトリウム溶液 35 mL 及び純水約 100 mL を加えて加熱し、飽和ホウ酸溶液

20 mL を入れた受器に、約 70 mL の留出液を 5–7 mL min1 の流出速度で採取した。冷却器等を

純水で洗浄後、留出液及び洗液を 100 mL に定容した。この溶液 15 mL を 0.2 M の水酸化ナト

リウム水溶液により中和し、フェノール・ペンタシアノニトロシル鉄(III)酸ナトリウム溶液6 

5 mL 及び次亜塩素酸ナトリウム溶液（有効塩素 10 g L1）2.5 mL を加え、純水で 30 mL に定容

した後、室温で 30 分以上放置した。この溶液の一部を石英製セルに移し、紫外可視分光光度計

                                                  
6 フェノール 5 g 及びペンタシアノニトロシル鉄(III)酸ナトリウム二水和物 0.025 g を純水 500 mL に溶解した

溶液。 
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素である。これらの分析手順はアルミニウム合金と同様である（図 3.1）。まず、分析用サンプ
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性ガス融解後、赤外線吸収法により定量した。Cl についてはサンプルの溶解後、チオシアン酸

水銀(II)吸光光度法により定量した 28)。また、その他の元素については前処理として酸分解、フ

ッ化水素酸処理及び二硫酸カリウム融解を実施した後、Ca、Fe、Ba の 3 元素は ICP-AES を、

Li、Co、Ni、Cd、Eu、Th、U の 7 元素は ICP-MS を使用して定量した。以下に分析手順の詳細

を示す。 

 

3.2.3.1  N の分析 

分析手順を図 3.2(a)に示す。分析用サンプル 2 g に硫酸 10 mL、硫酸カリウム 5 g 及び硫酸銅

(II)五水和物 2 g を加え、加熱することによりサンプルを分解した。溶液及び不溶解物を遠沈管

に移し、3000 rpm で 10 分間遠心分離を行った後、上澄みを蒸留フラスコに入れた。蒸留フラ

スコに 50%水酸化ナトリウム溶液 35 mL 及び純水約 100 mL を加えて加熱し、飽和ホウ酸溶液

20 mL を入れた受器に、約 70 mL の留出液を 5–7 mL min1 の流出速度で採取した。冷却器等を

純水で洗浄後、留出液及び洗液を 100 mL に定容した。この溶液 15 mL を 0.2 M の水酸化ナト

リウム水溶液により中和し、フェノール・ペンタシアノニトロシル鉄(III)酸ナトリウム溶液6 

5 mL 及び次亜塩素酸ナトリウム溶液（有効塩素 10 g L1）2.5 mL を加え、純水で 30 mL に定容

した後、室温で 30 分以上放置した。この溶液の一部を石英製セルに移し、紫外可視分光光度計

                                                  
6 フェノール 5 g 及びペンタシアノニトロシル鉄(III)酸ナトリウム二水和物 0.025 g を純水 500 mL に溶解した

溶液。 

JAEA-Technology 2019-003 

- 11 - 

（島津製作所、UV-1800）を用いて 630 nm の吸光度を測定した。この測定結果から、アンモニ

ウムイオン標準液を用いて作成した検量線を用いて N を定量した。 

 

3.2.3.2  O の分析 

 分析用サンプル 7 mg を Ni カプセルに採取した。窒素・酸素・水素分析装置（LECO、TCH600）

のインパルス炉により 2500 ºC で 200 秒間加熱して脱ガスした黒鉛るつぼにカプセルを入れた。

その後、インパルス炉を 2500 ºC で 60 秒間加熱してサンプルを融解した。融解により発生した

CO 又は CO2 ガスは He キャリアガス（純度 99.99995%）により装置内の非分散型赤外線検出器

に導き検出した。この際、吸収波長が異なる CO と CO2 をそれぞれ別の光学フィルターを用い

た検出器により検出した。標準物質として酸化タングステンを用いて作成した検量線を用いて

O を定量した。 

 

3.2.3.3  Cl の分析 

 分析手順を図 3.2(b)に示す。分析用サンプル 2 g を純水 10 mL に懸濁させ、4 M 硝酸 14 mL

を加えた後、加熱して可溶分を溶解した。30%過酸化水素水を 2 mL 加え、数秒間煮沸した。放

冷後、炭酸カルシウム 1.5 g を加えて 1 分間煮沸した。ろ紙により溶液をろ過し、残渣を純水で

洗浄後、ろ液及び洗液を 100 mL に定容した。この溶液 10 mL に 100 g L1 硫酸アンモニウム鉄

(III)硝酸溶液 5 mL 及び 3 g L1 チオシアン酸水銀(II)エタノール溶液 3 mL を加え、純水で 50 mL

に定容した。この溶液の一部を石英製セルに移し、紫外可視分光光度計（島津製作所、UV-1800）

を用いて 460 nm の吸光度を測定した。この測定結果から、塩化物イオン標準液を用いて作成

した検量線を用いて Cl を定量した。 

 

3.2.3.4  その他の元素の分析（Li、Ca、Fe、Co、Ni、Cd、Ba、Eu、Th、U） 

分析手順を図 3.2(c)に示す。分析用サンプル 0.2 g に 3 M 塩酸/3 M 硝酸を 25 mL 加え、加熱

してサンプルを分解した。冷却後、ろ紙により溶液をろ過し、残渣を純水で洗浄後にろ液及び

洗液を 50 mL に定容した（溶液 2a）。残渣はろ紙とともに白金るつぼに移し、加熱による乾燥

及び炭化後、電気炉を用いて 550 ºC で 60 分間加熱した。白金るつぼに濃フッ化水素酸 5 mL 及

び 9 M 硫酸数滴を加え、ヒーターで加熱した。この操作を 2 回繰り返した後、蒸発乾固した。

二硫酸カリウム 1.5 g を加え、強熱して残渣を融解した。融成物に少量の純水を加え、加熱しな

がら 6 M 塩酸 4 mL を徐々に加えて溶解した。溶液をろ過して残渣が見られないことを確認し

た後、ろ紙を純水で洗浄し、ろ液及び洗液を 50 mL に定容した（溶液 2b）。アルミニウム合金

の分析と同様、溶液 2a 及び 2b について ICP-AES（PerkinElmer、Optima 7300 DV）又は ICP-MS

（PerkinElmer、ELAN 6100 DRC）による測定を行い、内標準法により各元素を定量した。溶液

2a 及び 2b の定量値を合わせてサンプルの分析値とした。 

 

3.2.4  黒鉛の構造材組成分析手順 

 黒鉛では不純物元素が不均質に存在すると推測できること及び黒鉛の製造に使用する原料に

よって不純物組成が異なるといった問題がある 2931)。また黒鉛は多孔質であるために、特に N
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の分析については、窒素が黒鉛に吸着した状態にあり、また空隙に充満して存在している 32)と

いう困難な要因がある。Takahashi ら 33)は原子炉級黒鉛材料（空隙率約 23%）における N 含有

量を黒鉛の溶融により分析したところ、N 含有量は使用した黒鉛サンプルの比表面積に依存し

て増加するという傾向が見られたことを報告しており、この結果は N2 分子の黒鉛表面への安

定な吸着を示唆していると解釈されている。このように、空気中 N2 分子のサンプル表面への吸

着の影響がある場合には、分析により N 含有量を過大評価する可能性が生じる。しかし、放射

化計算により 14C の放射能濃度を保守的に評価することを基本とするならば、N 含有量につい

ての多少の過大評価は許容できると考えられる。従って、3.1 節で調製した分析用サンプルをさ

らにメノウ乳鉢を用いて微粉砕した粉末を構造材組成分析に用いることとした。 

黒鉛構造材について分析対象とした元素は、Li、N、Cl、Fe、Co、Ni、Cu、Cd、Eu、U の 10

元素である。これらの元素のうち、N 及び Cl は遮蔽コンクリートと同様の手順を用いて分析し

た（図 3.2(a)及び(b)）。即ち、N は前処理としてケルダール分解及び蒸留分離を実施後、インド

フェノール青吸光光度法により定量し 27)、Cl はサンプルの溶解後、チオシアン酸水銀(II)吸光

光度法により定量した 28)。 

 N 及び Cl を除く 8 元素（Li、Fe、Co、Ni、Cu、Cd、Eu、U）の分析手順を図 3.2(d)に示す。

日本原子力研究所においてまとめられた分析方法及びその定量下限値 29)を参考にし、分析用サ

ンプルの前処理として灰化処理及び酸分解を行った後、Fe は ICP-AES、その他の元素は ICP-

MS により定量した。分析用サンプル 2 g を 200 mL の石英ビーカーに入れ、低温灰化装置（ジ

ェイ・サイエンス・ラボ、JPA300）を用いて 200 W の出力で 11 時間加熱した。3 M 塩酸/3 M 硝

酸を 25 mL 加え、加熱してサンプルを分解した。冷却後ろ紙により溶液をろ過し、残渣を純水

で洗浄後、ろ液及び洗液を 50 mL に定容した。この溶液についてアルミニウム合金の分析と同

様、ICP-AES（PerkinElmer、Optima 7300 DV）又は ICP-MS（PerkinElmer、ELAN 6100 DRC）に

よる測定を行い、内標準法により各元素を定量した。 

 

3.3  構造材組成分析結果 
 各サンプリング位置における各構造材の構造材組成分析結果を表 3.1 に示す。表 3.1 におい

て、分析値の不確かさは個々の操作及び濃度等の不確かさ7から求めた合成標準不確かさに基

づく包含係数 k  2 の拡張不確かさを示している。各元素の分析結果について、複数のサンプリ

ング位置の分析結果があるものはその平均値をとり、図 3.3 に図示した。なお、図 3.3 におい

て、S1–S3 のサンプルの分析結果があるものは標本標準偏差をエラーバーとして示しているが、

一部のデータを除き記号の大きさ以内である。本検討の分析結果は後述する文献データと比べ

てばらつきが小さいが、これは本検討では小規模な単一施設内においてサンプルを採取してお

り、ほぼ同じ原料及び製造過程のものを分析したためであると考えられる。 

 

3.3.1  アルミニウム合金の構造材組成分析結果 

 アルミニウム合金では Fe、Co、Ni、Cu、U の 5 元素の分析値が得られ、Li、Nb、Ag、Eu の

                                                  
7 採取したサンプルの重量、定容操作、分取操作、希釈操作及び溶液濃度の不確かさを考慮した。 
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の分析については、窒素が黒鉛に吸着した状態にあり、また空隙に充満して存在している 32)と
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3.3  構造材組成分析結果 
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3.3.1  アルミニウム合金の構造材組成分析結果 

 アルミニウム合金では Fe、Co、Ni、Cu、U の 5 元素の分析値が得られ、Li、Nb、Ag、Eu の

                                                  
7 採取したサンプルの重量、定容操作、分取操作、希釈操作及び溶液濃度の不確かさを考慮した。 
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4 元素については定量下限値未満であった。分析値が得られた 5 元素のうち、S1–S3 のサンプ

ルを分析した Fe、Co、Ni、U についてはサンプリング位置による分析値の差異は小さく、相対

標準偏差は Ni で最大の 12%であった。 

図 3.3(a)において、比較のために川太らによるふげんの非管理区域から採取したアルミニウ

ムサンプル 4 点の分析結果について、平均値と標本標準偏差を計算してプロットした。本検討

の結果は Co、Ni、U については川太らの分析結果と不確かさの範囲内で一致している一方で、

Fe 及び Cu の濃度は若干高い。本検討で分析対象とした元素の含有量はどちらも大きい順に Fe 

 Cu  Ni  Co  U であり、傾向は一致した。Nb については本検討では 0.5 g g1 であったが、

川太らの結果は 0.16  0.05 g g1 であることから、同程度の含有量を想定すると、分析値を得

るためには定量下限値が約 1/5 以下となる分析法を適用する必要があると考えられる。Li、Ag、

Eu については川太らも定量下限値のみの報告となっているが、Li 及び Eu について、川太らは

2 桁程度低い定量下限値を報告している。特に Li は本検討で分析対象とした 3H の中性子照射

による生成の起源元素であるため、得られた定量下限値を放射化計算に用いる場合には、この

2 桁程度の差はそのまま 3H 生成量の過大評価分となり得る。従って、この場合における 3H の

放射能の過剰な過大評価を避けるために、主成分元素を除去することによりマトリックス濃度

を下げるか、川太らと同様にグロー放電質量分析法を用いることにより固体試料の測定を実施

する等により、定量下限値を改善することが望ましいと考えられる。 

 

3.3.2  炭素鋼の構造材組成分析結果 

 炭素鋼については Fe、Co、Ni、Cu、Ag の 5 元素の分析値が得られ、Li、Nb、Cs、Eu、U の

5 元素は定量下限値未満であった。S1–S3 のサンプルを分析し、分析値が得られた Fe、Co、Ni、

Ag のうち、Fe 及び Ag はサンプリング位置による分析値の変動は小さく、相対標準偏差はそれ

ぞれ 0.4%及び 4%であった。一方で、Co 及び Ni では相対標準偏差はそれぞれ 40%及び 20%で

あり、ばらつきが比較的大きい。これは S1 及び S2 に比べて、S3 のサンプルの分析値が Co は

1.9 倍、Ni は 1.4 倍大きくなっているためである。詳細は不明だが、炭素鋼製タンクを製作する

際に、タンクの側部と底部で製造過程の異なる材料を用いて製作した可能性が考えられる。 

比較のため、図 3.3(b)に NUREG 値（鉄筋の組成）及び川太らによるふげんの非管理区域から

採取したサンプルの分析結果を示す。本検討の結果は Ni、Cu、Ag の含有量について若干 NUREG

値より低かったが、Co は NUREG 値と良い一致を示した。また、川太らの結果とは全体的に不

確かさの範囲で一致した。比較的含有量の大きい元素の含有量については、本検討の結果と文

献値はいずれも大きい順に Fe  Cu  Ni  Co であった。 

 

3.3.3  遮蔽コンクリートの構造材組成分析結果 

 遮蔽コンクリートについては Li、N、O、Cl、Ca、Fe、Co、Ni、Ba、Th の 10 元素の分析値が

得られ、Cd、Eu、U の 3 元素は定量下限値未満であった。分析値が得られた元素のうち、比較

的相対標準偏差が大きい Cl（67%）、Ca（20%）、Fe（22%）、Co（25%）については、炭素鋼と

同様に S3 のサンプルの分析値が S1 及び S2 に比べて 1.4–2.9 倍大きかった。このため、詳細は

不明だが、生体遮蔽製造の側部と底部について原料又は製造プロセスに若干の違いがあった可
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能性がある。 

図 3.3(c)に本検討の結果を NUREG 値（コンクリート）及び川太らによるふげんの非管理区

域から採取したサンプルの分析結果と比較する。ここで NUREG 値については、Evans ら

（NUREG/CR-0474）17)による分析値が記載されていない O の含有量の比較のために、Oak ら

（NUREG/CR-0672）16)が BWR の放射能インベントリ計算に用いた鉄筋コンクリートの元素組

成についても示しているが、このデータは不確かさが記載されていない。このため、以下では

O 以外の元素については NUREG 値として Evans らのデータ 17)との比較を議論する。 

最も含有量が多かった元素は O であり、文献データと同程度であった。本検討の結果では次

に含有量が多かった元素は Fe であり、文献データよりも約 5 倍以上高かったが、これは 2.2 節

で述べた通り、立教大学炉の遮蔽コンクリートは原料として砂鉄を配合しているためである。

Co 及び Ni の含有量が比較的高い理由も同様であると考えられる。比較的含有量が多い Ca は

NUREG 値よりは低かったが、川太らのデータとは不確かさの範囲で一致した。Li、N、Ba、Th

の分析値は文献データよりも低い結果となった。同様に Eu 及び U の含有量についても、定量

下限値しか得られなかったが、この値は文献データよりも低い結果となった。Cl は分析値及び

文献データの不確かさが大きいものの、この範囲で一致した。Cd は文献データよりも一桁大き

い定量下限値しか得られなかった。 

 

3.3.4  黒鉛の構造材組成分析結果 

 表 3.1 に示す通り、黒鉛構造材では分析した元素全てにおいて定量下限値未満であった。こ

れは 3.2.4 項で述べたように、本検討では文献 29)を参考にして定量下限値を想定していたが、

これよりも本検討で用いた黒鉛構造材の元素含有量が概ね低かったということである。黒鉛の

不純物の組成は、黒鉛の製造に使用する原料及び製造プロセスに依存して変化することがよく

知られている 2931)。図 3.3(d)は本検討の結果と、我が国における黒鉛構造材分析結果の例とし

て、Miyatani らによる高純度黒鉛（東洋炭素、IG-110）34)、日本原子力研究所における黒鉛標準

候補材料 JAERI-G5（日立化成、PD-11 の微粉末をハロゲンガスにより高純度化処理したもの）

及び JAERI-G6（日立化成、PD-11 の微粉末）29)、そして Takahashi らによる日本原子力発電の

核グレード黒鉛（Pechiney SA）33)の分析結果とを比較したものである。図 3.3(d)から、元素含

有量は黒鉛毎に様々であることが分かる。報告されている JAERI-G5 の分析値のうち Fe と Ni

は定量下限値未満であるが、これらの値は JAERI-G6 の分析結果に比べて 1/3 から一桁以上低

く、分析値がある Li については 2 桁以上低い。この JAERI-G5 の Li の分析値は、同じく高純

度化処理が施された黒鉛を分析した Miyatani らの分析値に近い。一方で、JAERI-G6 の分析結

果は、Fe については Takahashi らの分析結果に近く、差異が一桁以内に収まっているのに対し、

Takahashi らの Ni の分析値は JAERI-G6 と比べて一桁以上大きい。本検討の分析値をこれらの

分析結果と比較すると、Fe や Ni の含有量（定量下限値未満）が JAERI-G6 や Takahashi らの分

析結果よりも低いことから、詳細については不明だが、高純度化処理が施されている可能性が

考えられる。このように、黒鉛が高純度であり、有意な分析値を得ることが困難であると想定

される場合には、放射能分析により直接放射能を決定する方が容易な可能性がある。 
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3.4  構造材組成分析のまとめ 
 立教大学炉からサンプリングしたアルミニウム合金、炭素鋼、遮蔽コンクリート及び黒鉛の

構造材サンプルの構造材組成分析を実施した。分析対象元素は、基本的には放射化により生成

する放射能への寄与が大きいと考えられるものを選定し、アルミニウム合金では 9 元素、炭素

鋼では 10 元素、遮蔽コンクリートでは 13 元素、黒鉛では 10 元素であった。有意な分析値が得

られた元素のうち、一部については不均一性が見られた。得られた分析結果は文献データと比

較した。アルミニウム合金については、少ないデータとの比較ではあるが、元素含有量の傾向

は一致した。炭素鋼では分析結果が文献データと概ね一致した。遮蔽コンクリートでは原料に

基づく文献データとの差異が見られた。黒鉛では分析対象とした全ての元素が定量下限値未満

であり、高純度であると考えられた。今回得られた分析結果を適切に反映することにより、精

度の良い放射化計算が実施できることが期待される。 
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表 3.1  構造材組成分析結果と用いた測定手法 

元素 
サンプリング 

位置 

濃度 (g g1)a 

測定手法 
アルミニウム 

合金 炭素鋼 
遮蔽 

コンクリート 黒鉛 b 
Li S1  2.0  2.0 11.0  0.2  0.20 ICP-MS 

S2  2.0  2.0 10.5  0.2 
S3  2.0  2.0 8.8  0.2 

N S1   20  3  10 吸光光度法 
S2   26  2 
S3   19  1 

O S1   426000  5000  赤外線 
吸収法 S2   425000  4000 

S3   404000  3000 
Cl S1   106  6  20 吸光光度法 

S2   107  6 
S3   309  22 

Ca S1   69600  1100  ICP-AES 
S2   60300  1000 
S3   89600  1300 

Fe S1 4350  90 990000  15000 174000  2000  5.0 ICP-AES 
S2 4260  90 992000  15000 167000  2000 
S3 4400  60 985000  14800 243000  3000 

Co S1 1.26  0.05 87.8  1.5 47.4  0.8  0.050 ICP-MS 
S2 1.16  0.05 86.6  1.5 45.1  0.7 
S3 1.29  0.04 165  3 70.1  1.2 

Ni S1 20.2  0.4 386  7 43.3  0.7  0.20 ICP-MS 
S2 20.0  0.4 383  7 47.7  0.8 
S3 24.4  1.2 535  10 50.4  1.3 

Cu S3 2620  40 1730  30   0.20 ICP-MS 
Nb S1  0.50  0.50   ICP-MS 

S2  0.50  0.50  
S3  0.50  0.50  

Ag S1  0.50 1.19  0.03   ICP-MS 
S2  0.50 1.15  0.03  
S3  0.50 1.09  0.07  

Cd S3    2.0  0.20 ICP-MS 
Cs S1   0.50   ICP-MS 

S2   0.50  
S3   0.50  

Ba S1   171  2  ICP-AES 
S2   156  2 
S3   180  2 

Eu S1  0.50  0.50  0.50  0.050 ICP-MS 
S2  0.50  0.50  0.50 
S3  0.50  0.50  0.50 

Th S1   2.18  0.24  ICP-MS 
S2   1.82  0.20 
S3   2.64  0.28 

U S1 0.89  0.07  0.50  0.50  0.050 ICP-MS 
S2 0.91  0.07  0.50  0.50 
S3 0.94  0.10  0.50  0.50 

a “”は分析を実施していないこと、“”は分析値が定量下限値未満であることを示す。 
b 黒鉛のサンプリング位置は S4 である。 
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表 3.1  構造材組成分析結果と用いた測定手法 
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図 3.1  アルミニウム合金及び炭素鋼の構造材組成分析手順 
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図 3.2  遮蔽コンクリート及び黒鉛の構造材組成分析手順 
(a) N 分析の手順。 (b) Cl 分析についての手順。(c) 遮蔽コンクリートの ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素

の分析手順。(d) 黒鉛の ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素の分析手順。 
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図 3.2  遮蔽コンクリート及び黒鉛の構造材組成分析手順 
(a) N 分析の手順。 (b) Cl 分析についての手順。(c) 遮蔽コンクリートの ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素

の分析手順。(d) 黒鉛の ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素の分析手順。 
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図 3.2  遮蔽コンクリート及び黒鉛の構造材組成分析手順（続き） 
(a) N 分析の手順。 (b) Cl 分析についての手順。(c) 遮蔽コンクリートの ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素

の分析手順。(d) 黒鉛の ICP-AES 及び ICP-MS 測定対象元素の分析手順。 
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図 3.3  構造材組成分析結果の比較 
矢印は定量下限値未満であることを示す。複数の測定値があるものは標本標準偏差をエラーバーとして示し

ているが、殆どのデータについて記号の大きさ以内である。比較のため文献データ 1618,29,33,34)をプロットし

た。一部の文献データについては標本標準偏差の大きさが平均値以上であるため、エラーバーがグラフの下

方まで伸びている。(a) アルミニウム合金の分析結果。(b) 炭素鋼の分析結果。(c) 遮蔽コンクリートの分析

結果。(d) 黒鉛の分析結果。  
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図 3.3  構造材組成分析結果の比較（続き） 
矢印は定量下限値未満であることを示す。複数の測定値があるものは標本標準偏差をエラーバーとして示し
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方まで伸びている。(a) アルミニウム合金の分析結果。(b) 炭素鋼の分析結果。(c) 遮蔽コンクリートの分析

結果。(d) 黒鉛の分析結果。  
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4. 構造材サンプルの放射能分析 
 

3.1 節にて調製した各構造材の分析用サンプルを用いて、放射化計算と比較するデータを取

得するために、選択した核種の放射能分析を実施した。 

 

4.1  放射能分析手順 
各構造材について、3.2 節で説明した予備的な放射化計算結果に基づき、全体の放射能に対す

る寄与の割合が大きい数核種を分析対象として選択した。分析対象とした核種は表 4.1 に示す

通り、アルミニウム合金では 3H、60Co 及び 63Ni、炭素鋼では 3H、60Co、63Ni、152Eu、遮蔽コン

クリートでは 3H、60Co、152Eu、黒鉛では 3H、14C、60Co、63Ni、152Eu である。但し、これらの構

造材において 55Fe についても比較的放射能が大きいと予想されたが、半減期が 2.74 y と短く、

電子捕獲壊変に伴う低エネルギーの特性 X 線しか放出しないために、今後の埋設処分を想定し

た際に線量評価への影響が十分に小さくなると考えられることから、対象から除いた。炭素鋼

の 3H 及び 152Eu は、研究炉廃棄物の浅地中埋設処分の安全評価上重要な核種として選定されて

いるものである 10)が、1 回目のコアボーリング作業で採取したサンプルの分析において、これ

らの起源元素である Li 及び Eu の有意な分析値が得られなかったことから、これらの核種の放

射能分析により元素含有量を推定できる可能性を考慮し、2 回目のコアボーリング作業で採取

した S3 のサンプルについてのみ分析を実施した。分析対象とした全 5 核種のうち、線放出核

種である 60Co 及び 152Eu については線スペクトロメトリーにより定量し、線放出核種である

3H、14C、63Ni については単離後に線測定を実施した。各構造材について、各核種の分析は 1

回ずつ実施した。 

 

4.1.1  3H の分析手順 

 3H の分析は全ての構造材（炭素鋼は S3 のサンプルのみ）について実施した。分析に用いた

装置及び分析手順は亀尾ら 35)により報告されている 3H 分析法と同様であり、加湿した酸素気

流下での燃焼による 3H の水への変換及び冷却捕集により回収した水を非沸騰蒸留後、液体シ

ンチレーションカウンターにより 3H の線を測定した。 

まず、酸素ボンベ、純水を入れたバブラー管、2 台の管状電気炉を通る内径 36 mmの石英管

及び 0 ºC に冷却した 2 段の U 字管からなる 3H トラップを接続し、燃焼装置 35)を構築した。酸

素ガス（純度 99.999%）を 50 mL min1 で流しながら下流の管状電気炉内の石英管内に入れたホ

プカライト（酸化触媒）8を 500 ºC で乾燥した。その後、3.1 節で調製した分析用サンプル（ア

ルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートサンプルは 30 g、黒鉛サンプルは 5 g）を石英製

ボートに採取し、上流の管状電気炉内の石英管に入れ、酸素ガスを 50 mL min1 で通気しつつ、

サンプルを 500 ºC で 60 分間加熱した。サンプルの乾燥後、サンプル側の管状電気炉を 900 ºC

に昇温して 8 時間加熱した。3H トラップ内の捕集液をナス型フラスコに移し、水の重量が 13 g

となるように純水を加えた。ここまでの分析操作における 3H の回収率は 100%を仮定した。捕

                                                  
8 一酸化炭素の二酸化炭素への酸化に用いており、サンプルから 3H と同時に発生する 14C の分離が可能であ

る 35)。 
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に昇温して 8 時間加熱した。3H トラップ内の捕集液をナス型フラスコに移し、水の重量が 13 g

となるように純水を加えた。ここまでの分析操作における 3H の回収率は 100%を仮定した。捕
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集液を入れたナス型フラスコに沸騰石を入れ、過酸化ナトリウム約 20 mg を加えて冷却器と接

続した。水が沸騰しないように加熱し、留出液が 10 mL を超えるまで蒸留した。ここで、3H は

水として存在することから、蒸留による 3H の濃度は変化しないと仮定した。留出液のうち 0.5 

mL に 1%硝酸銀水溶液を滴下し、塩化銀沈殿が生成しないことを確認した。留出液 10 mL にシ

ンチレーションカクテル Ultima GoldTM LLT（PerkinElmer）を 10 mL 混合し、約 24 時間放置し

た後、液体シンチレーションカウンター（PerkinElmer、Tri-Carb 3110TR）により 500 分間測定

した。サンプルを用いない一連の操作による測定結果をバックグラウンドとして補正した。 

 

4.1.2  14C の分析手順 

 14C の分析は黒鉛についてのみ実施した。加湿した酸素気流下での燃焼 35)及び酸性溶液への

通気捕集 36)による 3H の分離後、液体シンチレーションカウンターにより 14C の線を測定し

た。 

まず、酸素ボンベ、水を入れたバブラー管、2 台の管状電気炉を通る内径 36 mmの石英管、

0 ºC に冷却した 2 段の U 字管からなる 3H トラップ及び 2 段のバブラー管からなる 14C トラッ

プを接続し、燃焼装置 35)を構築した。2段の 14CトラップにはそれぞれCarbo-Sorb E（PerkinElmer）
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4.1.3  60Co、152Eu の分析手順 

 線放出核種である 60Co 及び 152Eu は Ge 半導体検出器（ORTEC、GEM-35 遮蔽体付）を用い

た線スペクトロメトリーにより定量した。60Co の分析は、全ての構造材について、152Eu の分

析は、炭素鋼（S3 のサンプルのみ）、遮蔽コンクリート及び黒鉛について実施した。アルミニ

ウム合金及び炭素鋼については、3.1 節で調製した分析用サンプル 10 g に 3 M 塩酸/3 M 硝酸を

加えて加熱分解及び濃縮後、ろ紙によりろ過し、純水で定容した。ろ過後に不溶解成分は見ら

れなかった。この溶液を U8 容器に入れ重量を測定した後、線測定を行った。遮蔽コンクリー

ト及び黒鉛については、3.1 節で調製した分析用サンプルを U8 容器に 100 cm3 充填して線測定
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を行った。60Co については 1332.5 keV、152Eu については 344.3 keV の光電ピークを解析に用い

た。また、ガンマスタジオソフトウェア（SEIKO EG&G）を用いてサム効果補正及び自己吸収

補正を実施した。 

 

4.1.4  63Ni の分析手順 

 63Ni の分析は、アルミニウム合金、炭素鋼及び黒鉛について実施した。図 4.1 に示す通り、

構造材毎に一部異なる分析手順を用いて Ni を単離した。アルミニウム合金サンプルについて

はまず水酸化ニッケル(II)の沈殿により Ni と Al を分離した後、陰イオン交換カラムにより Fe

や Co を分離し、その後ジメチルグリオキシムにより Ni を沈殿分離 37)した。炭素鋼サンプルの

分析についてはアルミニウム合金サンプルの陰イオン交換分離以降の手順と同様である。黒鉛

サンプルについては灰化及び溶解後、アルミニウム合金サンプルの陰イオン交換分離以降とほ

ぼ同様な手順を用いて分離した。 

 アルミニウム合金サンプルの分析の詳細は以下の通りである。4.1.3 項で調製した線測定用

の溶液 100 mL に Ni キャリア 2 mg を添加し、蒸発乾固した。残渣を 6 M HCl 及び純水で溶解

した後、10 M 水酸化ナトリウム水溶液を加えて沈殿を生成した。加熱して沈殿を熟成し、ろ紙

により吸引ろ過した（3a）。残渣 3a を 8 M 塩酸 50 mL で溶解した。この溶液を強塩基性陰イオ

ン交換樹脂 Dowex 1x8（100–200 mesh）100 mL を充填したカラムに通した後、8 M 塩酸 200 mL

でカラムを洗浄した。溶液の流速は 2 mL min1 であった。回収した溶液に 50%クエン酸溶液

50 mL 及び 1%ジメチルグリオキシム溶液 5 mL を添加し、アンモニア水を加えて pH を 9 程度

として沈殿を生成した。加熱により熟成後、沈殿をろ紙によりろ過し、沈殿を濃塩酸 1 mL 及

び純水で溶解した。50%クエン酸溶液 50 mL 及び 1%ジメチルグリオキシム溶液を加えてから

沈殿の溶解までの操作をさらに 2 回繰り返した後、沈殿を濃塩酸 1 mL 及び純水で溶解し、20 mL

に定容した。ここまでの単離操作における Ni の回収率を ICP-AES により測定したところ 70%

であった。定容した溶液 7 mL にシンチレーションカクテル Ultima GoldTM AB（PerkinElmer）を

13 mL 加えて混合した。約 24 時間放置した後、液体シンチレーションカウンター（PerkinElmer、

Tri-Carb 3110TR）により 500 分間測定した。0.6 M 塩酸と Ultima GoldTM AB 13 mL を混合した

溶液について測定した結果をバックグラウンドとして補正した。 

 炭素鋼サンプルの分析の詳細は以下の通りである。4.1.3 項で調製した線測定用の溶液 50 mL

に Ni キャリア 2 mg を添加し、蒸発乾固した（3b）。残渣 3b は 8 M 塩酸 50 mL で溶解した。そ

の後の陰イオン交換分離から測定までの操作はアルミニウム合金サンプルの場合と同じである。

なお、単離操作における Ni の回収率は 78%であった。 

 黒鉛サンプルの分析の詳細は以下の通りである。3.1 節で調製した分析用サンプル 5 g に Ni

キャリア 2 mg を添加した後、加熱して乾燥した。その後電気炉を用いて 800 ºC で 5 時間強熱

し、3 M 塩酸/3 M 硝酸を 100 mL 加えた。加熱して灰分を分解し、蒸発乾固した（3c）。残渣 3c

を 8 M 塩酸 50 mL で溶解し、Co キャリアを 1 mg 添加した。その後の陰イオン交換分離から測

定までの操作はアルミニウム合金サンプルの場合と同じである。なお、単離操作における Ni の

回収率は 64%であった。 
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4.2  放射能分析結果 

 各構造材サンプルの放射能分析結果を表 4.1 に示す。表 4.1 において、測定値は 2016 年 12 月

1 日時点（原子炉運転停止後約 15 年）の放射能濃度を表し、不確かさは統計的不確かさのみを

示している。S3 の炭素鋼サンプルの 3H 及び 152Eu を除き、全てのサンプルについて分析対象と

した核種の分析値が得られた。 

 複数箇所の放射能濃度を分析したアルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートでは、分

析値が得られた全ての核種について放射能濃度の大きさは S1  S2  S3 の順であった。S1 と S2

の放射能濃度測定値 Mの比 M(S1)/M(S2)は、アルミニウム合金の 3H を除き 2.1–2.6 とほぼ一定

であった。これは主に S1 と S2 の熱中性子束th の比th(S1)/th(S2)を反映していると考えられ

る。アルミニウム合金の 3H の放射能濃度については、M(S1)/M(S2)は 4.7 と若干高い値になっ

た。S1 と S3 の熱中性子束の比を反映すると考えられる S1 と S3 の放射能濃度比 M(S1)/M(S3)

は概ね 4.3–8.7 となり、M(S1)/M(S2)と比較して若干広い範囲であるが、アルミニウム合金の 3H

及び遮蔽コンクリートの 152Eu はそれぞれ 45 及び 12 と特に大きく、逆にアルミニウム合金の

60Co については 3.7 と小さい。このように M(S1)/M(S3)が広い範囲となることは、S3 の構造材

組成の一部が S1 及び S2 と比べて異なっているという結果により、一部は説明できる（表 3.1

参照）。例えば、炭素鋼の 60Co については M(S1)/M(S3)は 4.3 と低めであるが、60Co の起源元素

である Co の S1/S3 の含有量比は 0.5 であるため、この比が放射能濃度比に影響していると考え

られる。しかし、アルミニウム合金の 60Co については S1/S3 の Co の比は 0.98 であり、含有量

がほぼ等しいことから、構造材組成の違いでは説明がつかなかった。アルミニウム合金の 3H 濃

度比の逸脱については、起源元素である Li の含有量は定量下限値しか得られなかったために詳

細はわからないが、1 つの可能性として、アルミニウムタンク内での Li の不均一性が大きいこ

とが考えられる。遮蔽コンクリートの 152Eu についても、起源元素である Eu について同様の可

能性が考えられる。 

 黒鉛では、元素組成分析では分析した 10 元素全てが検出下限値未満であったにも拘らず、分

析対象とした 5 核種全ての放射能濃度分析値が得られた。また、14C の放射能濃度が特に大き

く、分析した核種の放射能の 99%以上であった。14C は 13C(n,)14C 反応、14N(n,p)14C 反応及び

17O(n,)14C 反応により生成し、うち主な寄与は 13C(n,)14C 反応及び 14N(n,p)14C 反応によるもの

であるが、N 含有量の定量は現状容易ではない。従って、黒鉛の元素組成の設定が困難な場合

には、放射能分析により放射能濃度分布を確認する方が放射化計算よりも簡潔であり、かつ結

果もより信頼できる可能性がある。 

 

4.3  放射能分析のまとめ 

 構造材組成分析に用いたものと同一のサンプルを用いて、放射能分析を実施した。分析対象

核種は、基本的には放射化により生成する放射能が大きいものを選定し、アルミニウム合金で

は 3H、60Co、63Ni、炭素鋼では 3H、60Co、63Ni、152Eu、遮蔽コンクリートでは 3H、60Co、152Eu、

黒鉛では 3H、14C、60Co、63Ni、152Eu であった。炭素鋼の一部の核種を除いて、分析した全ての

核種について分析値が得られた。特に黒鉛では、構造材組成分析では全ての元素が定量下限値

未満であったにも拘らず放射能分析値が得られ、この 99%以上が 14C であった。複数箇所のサ
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ンプルを分析したアルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートでは、異なるサンプリング

位置における核種の放射能比は概ね一定の範囲であり、これは主に熱中性子束の比を反映した

ものであると考察した。 

 

 

表 4.1  各サンプル構造材の放射能濃度測定結果と計算結果 

構造材 核種 
サンプリング 

位置 
放射能濃度 (Bq g1) 

C/M比 測定値 Ma 計算値 Cb 
アルミニウム合金 3H S1 0.105  0.001 0.962 9.2 

S2 0.0225  0.0007 0.726 32 
S3 0.00234  0.00052 0.401 171 

60Co S1 0.154  0.006 0.315 2.0 
S2 0.0682  0.0045 0.205 3.0 
S3 0.0417  0.0050 0.148 3.6 

63Ni S1 0.314  0.009 0.190 0.60 
S2 0.119  0.009 0.118 0.99 
S3 0.0588  0.0050 0.117 2.0 

炭素鋼 3H S3  0.0016 0.421  2.6  102 
60Co S1 3.38  0.07 7.91 2.3 

S2 1.45  0.03 4.88 3.8 
S3 0.785  0.019 4.50 5.7 

63Ni S1 0.588  0.019 0.990 1.7 
S2 0.258  0.016 0.625 2.4 
S3 0.0727  0.0086 0.414 5.7 

152Eu S3  0.077 0.082  1.1 
遮蔽コンクリート 3H S1 9.91  0.01 23.0 2.3 

S2 4.79  0.01 15.5 3.2 
S3 1.136  0.003 6.05 5.3 

60Co S1 1.13  0.02 1.92 1.7 
S2 0.518  0.006 1.26 2.4 
S3 0.180  0.002 0.958 5.3 

152Eu S1 1.38  0.02 1.97 1.4 
S2 0.536  0.009 1.32 2.5 
S3 0.116  0.002 0.647 5.6 

黒鉛 3H S4 1.65  0.01 7.21  103 4.4  103 
14C S4 323.4  0.3 105 0.30 

60Co S4 0.337  0.003 33.0 98 
63Ni S4 0.0788  0.0055 3.81 48 

152Eu S4 0.0145  0.0018 2.88  103 2.0  105 
a 2016 年 12 月 1 日時点の放射能濃度であり、不確かさは統計的不確かさのみを表す。“”は分析値が定量下限値

未満であることを示す。 
b 構造材組成の分析結果を使用した計算結果である（5 章を参照）。 
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遮蔽コンクリート 3H S1 9.91  0.01 23.0 2.3 

S2 4.79  0.01 15.5 3.2 
S3 1.136  0.003 6.05 5.3 

60Co S1 1.13  0.02 1.92 1.7 
S2 0.518  0.006 1.26 2.4 
S3 0.180  0.002 0.958 5.3 

152Eu S1 1.38  0.02 1.97 1.4 
S2 0.536  0.009 1.32 2.5 
S3 0.116  0.002 0.647 5.6 

黒鉛 3H S4 1.65  0.01 7.21  103 4.4  103 
14C S4 323.4  0.3 105 0.30 

60Co S4 0.337  0.003 33.0 98 
63Ni S4 0.0788  0.0055 3.81 48 

152Eu S4 0.0145  0.0018 2.88  103 2.0  105 
a 2016 年 12 月 1 日時点の放射能濃度であり、不確かさは統計的不確かさのみを表す。“”は分析値が定量下限値

未満であることを示す。 
b 構造材組成の分析結果を使用した計算結果である（5 章を参照）。 
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図 4.1  63Ni の放射能分析手順 
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5. 放射化計算 
 

3 章で分析した元素含有量を反映した構造材組成を用いて、各サンプリング位置における放

射化計算を実施した。また、計算結果を 4 章で分析した放射能濃度と比較することにより、計

算精度を確認した。 

 

5.1  計算手順 

 RADO コードシステムを参考に、巨視的実効断面積の計算、中性子束の計算、生成放射能計

算の手順で計算を実施した。中性子束及びエネルギースペクトルの計算には 2 次元離散座標輸

送計算コード DORT38)を用い、放射能濃度計算部分には ORIGEN-ARP コード 39)を使用した。以

下に、放射化計算の概要を記載する。 

 

5.1.1  立教大学炉のモデル化 

図 2.1 に示した立教大学炉の構造を考慮し、炉心部から生体遮蔽体までの範囲について、主

要な放射化領域の大部分のモデル化が可能であると考えられる 2 次元の r–z 座標系モデルを作

成した。作成した 2 次元モデルの概略図を図 5.1 に示す。サンプリング位置 S1 及び S2 はタン

ク壁及び遮蔽コンクリート、S4 はサーマルカラムからサンプルを採取したので、これらの点の

評価を可能とするために、2 つのモデルを作成した。これらのうち、1 つは炉心からタンク壁方

向（S1 及び S2 方向）を反映したモデル（以下、基本モデルという）であり（図 5.1(a)）、もう

1 つは炉心からサーマルカラム方向（S4 方向）を反映したモデル（以下、サーマルカラムモデ

ルという）である（図 5.1(b)）。作成したモデルは、基本モデルについては 19 領域9、サーマル

カラムモデルについては 25 領域10からなる。各領域の厚さはなるべく実際のものを反映した。 

 

5.1.2  巨視的実効断面積データの作成 

中性子束計算に利用する巨視的実効断面積データは以下の通り作成した。まず、中性子断面

積ライブラリ JSSTDL-J329,40)及び領域毎の構造材組成を入力データとして、MACRO-JG プログ

ラム 9,40)により各領域に対して領域依存巨視的実効断面積を作成した。ここで、JSSTDL-J32 は

100 群の群定数ライブラリであり、核データライブラリ JENDL-3.241),11を元に作成されたもの

である 9)。次に、MACRO-JG プログラムで作成した各領域の領域依存巨視的実効断面積ファイ

ルを 1 つのファイルに結合し、ファイル形式を群独立形式 9,42)に変換することにより、中性子

束計算の入力ファイルとした。 

領域依存巨視的実効断面積の作成のための MACRO-JG プログラムのインプットとして、表

                                                  
9 構成物質のこと。炉心、上部反射壁、下部反射壁、炉心部黒鉛、炉心タンク（アルミ製）、側部反射体（黒

鉛製）、回転照射棚受け（空気）、上部グリッド板（アルミ製）、下部グリッド板（アルミ製）、中央シンブル（ア

ルミ製）、冷却水、アルミニウムタンク、玉石、モルタル、炭素鋼タンク、遮蔽コンクリート、普通コンクリー

ト、基礎コンクリート及び空気の 19 領域。 
10 基本モデルにアルミカバー、サーマルカラム、ボラル板、重コンクリートドア、ドアフレーム（鉄製）及び

鉄製遮蔽体の 6 領域を加えた 25 領域。 
11 最新のライブラリではないが、RADO コードシステムや他の放射化計算における使用実績が多いため採用

した。 

JAEA-Technology 2019-003

- 28 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 28 - 

5. 放射化計算 
 

3 章で分析した元素含有量を反映した構造材組成を用いて、各サンプリング位置における放

射化計算を実施した。また、計算結果を 4 章で分析した放射能濃度と比較することにより、計

算精度を確認した。 

 

5.1  計算手順 

 RADO コードシステムを参考に、巨視的実効断面積の計算、中性子束の計算、生成放射能計

算の手順で計算を実施した。中性子束及びエネルギースペクトルの計算には 2 次元離散座標輸

送計算コード DORT38)を用い、放射能濃度計算部分には ORIGEN-ARP コード 39)を使用した。以

下に、放射化計算の概要を記載する。 

 

5.1.1  立教大学炉のモデル化 

図 2.1 に示した立教大学炉の構造を考慮し、炉心部から生体遮蔽体までの範囲について、主

要な放射化領域の大部分のモデル化が可能であると考えられる 2 次元の r–z 座標系モデルを作

成した。作成した 2 次元モデルの概略図を図 5.1 に示す。サンプリング位置 S1 及び S2 はタン

ク壁及び遮蔽コンクリート、S4 はサーマルカラムからサンプルを採取したので、これらの点の

評価を可能とするために、2 つのモデルを作成した。これらのうち、1 つは炉心からタンク壁方

向（S1 及び S2 方向）を反映したモデル（以下、基本モデルという）であり（図 5.1(a)）、もう

1 つは炉心からサーマルカラム方向（S4 方向）を反映したモデル（以下、サーマルカラムモデ

ルという）である（図 5.1(b)）。作成したモデルは、基本モデルについては 19 領域9、サーマル

カラムモデルについては 25 領域10からなる。各領域の厚さはなるべく実際のものを反映した。 

 

5.1.2  巨視的実効断面積データの作成 

中性子束計算に利用する巨視的実効断面積データは以下の通り作成した。まず、中性子断面

積ライブラリ JSSTDL-J329,40)及び領域毎の構造材組成を入力データとして、MACRO-JG プログ

ラム 9,40)により各領域に対して領域依存巨視的実効断面積を作成した。ここで、JSSTDL-J32 は

100 群の群定数ライブラリであり、核データライブラリ JENDL-3.241),11を元に作成されたもの

である 9)。次に、MACRO-JG プログラムで作成した各領域の領域依存巨視的実効断面積ファイ

ルを 1 つのファイルに結合し、ファイル形式を群独立形式 9,42)に変換することにより、中性子

束計算の入力ファイルとした。 

領域依存巨視的実効断面積の作成のための MACRO-JG プログラムのインプットとして、表

                                                  
9 構成物質のこと。炉心、上部反射壁、下部反射壁、炉心部黒鉛、炉心タンク（アルミ製）、側部反射体（黒

鉛製）、回転照射棚受け（空気）、上部グリッド板（アルミ製）、下部グリッド板（アルミ製）、中央シンブル（ア

ルミ製）、冷却水、アルミニウムタンク、玉石、モルタル、炭素鋼タンク、遮蔽コンクリート、普通コンクリー

ト、基礎コンクリート及び空気の 19 領域。 
10 基本モデルにアルミカバー、サーマルカラム、ボラル板、重コンクリートドア、ドアフレーム（鉄製）及び

鉄製遮蔽体の 6 領域を加えた 25 領域。 
11 最新のライブラリではないが、RADO コードシステムや他の放射化計算における使用実績が多いため採用

した。 

JAEA-Technology 2019-003 

- 29 - 

5.1 の通り各領域の構造材について、主要元素の組成データ12を作成した。構造材組成データに

おいて参照したデータは 2.3.1 項で説明したものと同様であるが、分析データの平均値を使用

した。炉心近傍の領域については、構造物等の体積比率で均質化した組成データを作成した。

アルミニウムタンク、炭素鋼タンク、遮蔽コンクリート及びサーマルカラムについては構造材

組成に 3 章の分析値を反映した。但し、定量下限値しか得られなかった元素のうち、文献デー

タ等より定量下限値が高いものについては、文献データ等を使用した。 

 

5.1.3  中性子束の計算 

DORT コードを用いた中性子束計算には、5.1.1 項で説明した 2 次元モデルと 5.1.2 項で作成

した 100 群の巨視的実効断面積データを使用した。炉心部全体の中性子源強度は、定格熱出力

100 kW での運転時における発生中性子数である 7.88  1015 s1 とした。核分裂中性子のエネル

ギースペクトルは、Watt 型の近似式 9,43)で計算される 235U の核分裂における即発中性子スペク

トルとした。メッシュ数は、基本モデルでは半径方向（r 軸方向）に 185、円柱軸方向（z 軸）

に 327 とし、サーマルカラムモデルでは半径方向に 196、円柱軸方向に 324 とした。メッシュ

の間隔は半径方向について 6.0 mm–12.0 mm、円柱軸方向について 6.3 mm–15.5 mm とした。散

乱のルジャンドル展開次数は P5、角度分点は S48（対称型 S8）とした。境界条件は左の炉心側

を反射条件とし、それ以外の境界を真空条件とした。 

 

5.1.4  放射能濃度の計算 

 ORIGEN-ARP コードを用いた放射能濃度計算では、5.1.3 項で計算した 100 群中性子エネル

ギースペクトルを縮約した 3 群中性子束分布を作成し、計算の入力とした。3 群のエネルギー

群構造は、熱中性子群として 0.001 eV–0.876 eV（4 群の中性子束を縮約）、熱外中性子群として

0.876 eV–1.0 MeV（69 群の中性子束を縮約）、高速中性子群として 1.0 MeV–14.9 MeV（27 群の

中性子束を縮約）とした。 

 立教大学炉の運転履歴 12)を図 5.2(a)に示す13。図 5.2(a)は年度毎の積算熱出力量を示したも

のであるが、本検討ではこの積算出力量を合わせるように 1 日当たり 6 時間の連続運転を仮定

した場合の年度毎の運転時間及び平均出力を算出し、各年度の初めは運転停止、その後年度末

まで連続運転するという運転ヒストグラム（図 5.2(b)）を作成して計算に使用した。 

評価対象とした各領域について、構造材組成分析の結果を用いて主要元素以外の不純物を含

めた元素組成データを作成した。これらのデータを表 5.2 に示す。このデータの作成における

考え方は 5.1.2 項で説明した中性子束計算のための構造材組成データの作成と同様である。実

効放射化断面積データは ORIGEN-ARP コードにより作成されたものを使用した。各サンプリ

ング位置を含む主要な領域における、2016 年 12 月 1 日時点の放射能を評価した。 

                                                  
12 原子数密度が 1  1018 cm3 以下の元素又は核種を除き、さらに各領域について元素又は核種の数を 15 以下

とした。 
13 本検討では完全に運転停止する前にまとめられた 2000 年度までのデータ（積算出力約 116.4 MWd、総運転

時間 33,374 h）を用いたため、原澤 12)により報告されている 2001 年 12 月 15 日の運転停止までの積算出力と

総運転時間（約 117 MWd、33,570 h）よりも若干低い。しかし、積算出力の違いは 0.5%程度であるため、この

違いによる計算結果への影響は十分に小さいと考えられる。 
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5.2  計算結果 

 5.1 節で説明した手順により計算した、原子炉体系における中性子束分布及び各サンプリン

グ位置における放射能濃度について示す。 

 

5.2.1  中性子束の計算結果 

 基本モデル及びサーマルカラムモデルについて計算した、定格熱出力（100 kW）での運転時

における 2 次元の熱中性子束分布を図 5.3 に示す。基本モデルを用いた計算結果（図 5.3(a)）は

サンプリング位置 S1–S3、サーマルカラムモデル用いた計算結果（図 5.3(b)）は S3 及び S4 の

計算結果を含む。どちらのモデルでも、生体遮蔽の表面で熱中性子束が 1 cm2 s1 以下となっ

た。タンク間の玉石又は空気の領域においてわずかに上部方向へのストリーミングが見られた

が、基本モデル（図 5.3(a)）では概ね炉心領域を中心とした同心円状の等高線となっており、

S1–S3 の熱中性子束が一桁以内の範囲であった。これは放射能濃度の測定結果から推測される

熱中性子束の比（4.2 節参照）に矛盾しない。一方、サーマルカラムモデル（図 5.3(b)）では、

S4 の中性子束は他のサンプリング位置に比べて数桁高く、サーマルカラム領域内で熱中性子束

の減衰が小さかった。このため、サーマルカラムに近接する遮蔽コンクリートは、これらの境

界に中性子の反応断面積が大きい 10B を多く含むボラル板が設置されてはいるものの、基本モ

デルによる計算結果に比べて熱中性子束が高くなった。 

炉心中心面（z  0 cm）における半径方向の 3 群中性子束分布を図 5.4 に示す。サーマルカラ

ムモデルを用いた熱中性子束の計算値（図 5.4(b)）を、サーマルカラムを通る断面内の熱中性

子束測定値 44)と比較したところ、計算値は概ね測定値を再現した14。基本モデル（図 5.4(a)）

では、実際には円柱軸方向に 10 mm のわずかなずれがあるが、サンプリング位置 S1 のアルミ

ニウムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリートの位置にほぼ対応した位置の計算結果を含

む。一方、サーマルカラムモデル（図 5.4(b)）では、S4 の黒鉛の位置における計算結果を含む。

両モデルの計算結果を比較すると、構造が共通である炉心と側部反射体までの中性子束分布に

は 3 群ともに殆ど違いは見られなかった。そのさらに外側においては、基本モデルでは冷却水

領域であり、中性子束が 3 群ともに著しく減衰した。一方、サーマルカラムモデルでは、サー

マルカラム領域において熱外中性子束及び高速中性子束は大きく減衰したのに対し、熱中性子

束の減衰は図 5.3(b)でも見られたように比較的小さかった。このため、熱中性子束の全中性子

束に対する割合は、サーマルカラムの炉心側表面では約 82%であったが、炉心側から約 50 cm

の位置で 99%に達した。これは黒鉛の巨視的吸収断面積が比較的小さいために、減速比が比較

的大きい 45)ことによるものと理解できる。 

 炉心中心軸（r  0 cm）における円柱軸方向の 3 群中性子束分布を図 5.5 に示す。両方のモデ

ルにおいて、サンプリング位置 S3 のアルミニウムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリー

トの位置における計算結果を含む。どちらのモデルにおいても、炉心から遠ざかるにつれて中

性子が 3 群ともに減衰していくという傾向が見られた。また、両方のモデルを比較したところ、

全範囲にわたって中性子束分布に殆ど違いは見られなかった。このため、どちらのモデルを用

                                                  
14 文献 44)では、測定の詳細については記載されていない。 
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炉心中心面（z  0 cm）における半径方向の 3 群中性子束分布を図 5.4 に示す。サーマルカラ

ムモデルを用いた熱中性子束の計算値（図 5.4(b)）を、サーマルカラムを通る断面内の熱中性

子束測定値 44)と比較したところ、計算値は概ね測定値を再現した14。基本モデル（図 5.4(a)）

では、実際には円柱軸方向に 10 mm のわずかなずれがあるが、サンプリング位置 S1 のアルミ

ニウムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリートの位置にほぼ対応した位置の計算結果を含

む。一方、サーマルカラムモデル（図 5.4(b)）では、S4 の黒鉛の位置における計算結果を含む。

両モデルの計算結果を比較すると、構造が共通である炉心と側部反射体までの中性子束分布に

は 3 群ともに殆ど違いは見られなかった。そのさらに外側においては、基本モデルでは冷却水

領域であり、中性子束が 3 群ともに著しく減衰した。一方、サーマルカラムモデルでは、サー

マルカラム領域において熱外中性子束及び高速中性子束は大きく減衰したのに対し、熱中性子

束の減衰は図 5.3(b)でも見られたように比較的小さかった。このため、熱中性子束の全中性子

束に対する割合は、サーマルカラムの炉心側表面では約 82%であったが、炉心側から約 50 cm

の位置で 99%に達した。これは黒鉛の巨視的吸収断面積が比較的小さいために、減速比が比較

的大きい 45)ことによるものと理解できる。 

 炉心中心軸（r  0 cm）における円柱軸方向の 3 群中性子束分布を図 5.5 に示す。両方のモデ

ルにおいて、サンプリング位置 S3 のアルミニウムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリー

トの位置における計算結果を含む。どちらのモデルにおいても、炉心から遠ざかるにつれて中

性子が 3 群ともに減衰していくという傾向が見られた。また、両方のモデルを比較したところ、

全範囲にわたって中性子束分布に殆ど違いは見られなかった。このため、どちらのモデルを用

                                                  
14 文献 44)では、測定の詳細については記載されていない。 
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いても S3 における放射能濃度評価結果に違いは生じないと考えられる。 

 

5.2.2  放射能濃度の計算結果 

 各サンプリング位置における各サンプルの放射能濃度計算結果を表 4.1 に示す。ここで、各

サンプルの放射能濃度の計算値は、サンプルの形状を考慮し、サンプル内でのメッシュ点にお

ける計算結果を体積平均することにより求めた。S3 のサンプルの計算結果は基本モデルによる

ものを示した。アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートについては、測定値が得られ

た全ての核種において、分析結果と同様に、S1  S2  S3 の順に減少する傾向が見られた。ま

た、S1–S3 の放射能濃度は、測定結果及び熱中性子束の計算結果と同様に一桁以内の範囲であ

った。黒鉛については、放射能分析対象核種の起源元素の定量下限値を計算に使用したことを

反映し、特に 3H と 152Eu については著しく高い計算値が得られた。 

 各サンプルの放射能濃度計算値 C と有意な値が得られた核種の測定値 M の比 C/M も表 4.1

に示す。炭素鋼及び遮蔽コンクリートについては、定量下限値しか得られなかった炭素鋼の 3H

及び 152Eu を除き、C/Mは 1.4–5.7 であり、計算値は一桁以内の保守的な評価（即ち、1  C/M  

10）となった。また、C/Mは一般的に S1  S2  S3 の順に増加する傾向が見られた。アルミニ

ウム合金では、60Co についてのみ同様な結果となった。これらの核種のうち遮蔽コンクリート

の 152Eu を除いては、生成起源元素の含有量は得られた分析値を反映したものである。例えば

炭素鋼の 63Ni については、起源元素である Ni 及び Cu の文献等による濃度は、それぞれ NUREG

値（容器鋼材）17)の 6,600 g g1 及び 1,274 g g1 であったが、構造材組成分析によりそれぞれ

435 g g1 及び 1,730 g g1 となり、特に Ni 濃度が大きく減少している。これにより、例えば

S1 の炭素鋼では、63Ni の放射能濃度計算値が文献等に基づいた 17.3 Bq g1（C/M  29）から分

析値に基づく 0.990 Bq g1（C/M  1.7）に大きく改善している。このような改善は S1 のアルミ

ニウム合金の 60Co（C/M  2.1  2.0）、炭素鋼の 60Co（C/M  3.3  2.3）、遮蔽コンクリートの

3H（C/M  4.5  2.3）及び 60Co（C/M  0.38  1.7）でも同様であったことから、構造材組成分

析の結果を反映することにより、精度の良い放射化計算が実現できたと言える。遮蔽コンクリ

ートの 152Eu の起源元素である Eu の含有量は、構造材組成分析では定量下限値が 0.50 g g1 で

あったが、この値を用いて良好な計算結果が得られたことから、この下限値は実際の含有量に

近いものと推測できる。 

アルミニウム合金の 3H の計算値は S2 と S3 のサンプルで過度な過大評価となっており、逆

に 63Ni の計算値は S1 と S2 のサンプルで過小評価となった。アルミニウム合金の 3H の放射能

濃度については、起源元素である Li の定量下限値が比較的高かったため、その含有量は文献 

値 20)を使用したが、これよりも実際の含有量がさらに低いために C/M が大きくなったと考え

られる。アルミニウム合金の 63Ni の放射能濃度については、Ni を起源とする 62Ni(n,)63Ni 反応

による生成に加え、Cu を起源とする 63Cu(n,p)63Ni 反応による生成の寄与が 30%程度あった。こ

れらの反応のうち、62Ni(n,)63Ni 反応は熱中性子の寄与が支配的であるが、63Cu(n,p)63Ni 反応は

高速中性子により生じる 46)。二つの反応の寄与により生成する核種の計算は、それぞれの反応

における放射化断面積の評価やエネルギー群の縮約によって計算精度に影響が生じる場合があ

ると考えられることから、熱中性子領域で単一の反応により生成する核種と比較して放射能の
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計算精度が悪くなる可能性がある。しかし、状況が同じである炭素鋼の 63Ni の放射能濃度は放

射化計算により良好な結果が得られているため、C/Mが大きくなったことは計算精度の問題と

は考え難い。そこで分析の観点から考えると、63Ni の放射能濃度の過小評価は、起源元素であ

る Ni 及び Cu の含有量の構造材組成分析における過小評価か、もしくは放射能分析における

63Ni の過大評価が原因となっている可能性がある。即ち、アルミニウム合金の分析手順におい

て何らかの系統的な要因が存在することが推測される。 

 黒鉛では、3H、60Co、63Ni、152Eu の計算結果は著しい過大評価となった。これは前述した通

り、起源元素の含有量として定量下限値を使用しているためである。反対に、14C の放射能濃度

は過小評価となった。14C は C を起源とする 13C(n,)14C 反応による生成の寄与があるが、N を

起源とする 14N(n,p)14C 反応の寄与も大きい。これらの起源元素のうち、C は黒鉛構造材がほぼ

純粋な炭素であることから、計算では含有量を 100%としている。一方、N の構造材組成分析で

は定量下限値しか得られなかったため、この値を計算に用いている。即ち、寄与が大きい N に

ついては含有量を過大評価しているにも拘らず、14C の放射能濃度計算結果は過小評価すると

いう矛盾した結果となっている。これは黒鉛中の N の分析手法が原因であると考えられる。

3.2.4 項で述べた通り、N2 分子の表面吸着の影響が過大に評価されることが期待できることか

ら、本検討では微粉砕した黒鉛粉末を分析に使用している。一方で、黒鉛は多孔性の物質であ

り、空隙内の空気中 N2 分子の放射化も重要な 14C の生成機構となる 32,47)。黒鉛を微粉砕するこ

とにより、空隙内の空気は一部散逸することとなる。即ち、本検討では黒鉛構造材の空隙率を

測定していないために程度は推定できないが、試料の微粉砕によって表面吸着の影響が大きく

なるために定量値が過大評価となることよりも、空気の散逸の影響が大きいために、結果とし

て定量値が過小評価となったと解釈できる15。従って、今後同様な分析を実施する場合には、

ある程度まとまった大きさのサンプルを分析することが望ましいと考えられる。 

 放射能濃度の計算結果を用いて放射能インベントリを評価する場合、着目する領域を分割し、

各分割領域における放射能濃度計算値に分割領域の重量を乗じた後、各分割点の計算結果を合

計することにより評価できると考えられる。但し、立教大学炉の構造物全体を考えると、実際

には 2 次元モデルでは考慮していない 4 つの実験孔を有する。Räty ら 48)による TRIGA-II 型炉

の中性子束の 3 次元モンテカルロ計算では、実験孔を空洞とした場合には、実験孔周辺のコン

クリートにおける中性子束が比較的高いことを示している。従って、実験孔周辺の構造材は放

射能濃度が比較的大きくなる。また、本検討で計算した中性子束は、サーマルカラムに近接す

る遮蔽コンクリートにおいて高くなっている。放射能インベントリや、このような 2 次元モデ

ルでは評価が難しい位置から発生する廃棄物の放射能濃度を理論的計算により精度良く評価し

たい場合には、これらの位置に別途 3 次元モデルを用いた計算手法による検討が必要になると

考えられる。 

 

5.3  放射化計算のまとめ 

 巨視的実効断面積の計算、中性子束の計算、生成放射能計算の手順で放射化計算を実施した。

                                                  
15 14C の放射能濃度分析値の C/Mを 5 程度と想定すると、N 含有量は 150 g g1 程度であると推定される。 
これは本検討における N の定量下限値である 10 g g1 よりも大きい。 
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計算精度が悪くなる可能性がある。しかし、状況が同じである炭素鋼の 63Ni の放射能濃度は放

射化計算により良好な結果が得られているため、C/Mが大きくなったことは計算精度の問題と

は考え難い。そこで分析の観点から考えると、63Ni の放射能濃度の過小評価は、起源元素であ

る Ni 及び Cu の含有量の構造材組成分析における過小評価か、もしくは放射能分析における

63Ni の過大評価が原因となっている可能性がある。即ち、アルミニウム合金の分析手順におい

て何らかの系統的な要因が存在することが推測される。 

 黒鉛では、3H、60Co、63Ni、152Eu の計算結果は著しい過大評価となった。これは前述した通

り、起源元素の含有量として定量下限値を使用しているためである。反対に、14C の放射能濃度

は過小評価となった。14C は C を起源とする 13C(n,)14C 反応による生成の寄与があるが、N を

起源とする 14N(n,p)14C 反応の寄与も大きい。これらの起源元素のうち、C は黒鉛構造材がほぼ

純粋な炭素であることから、計算では含有量を 100%としている。一方、N の構造材組成分析で

は定量下限値しか得られなかったため、この値を計算に用いている。即ち、寄与が大きい N に

ついては含有量を過大評価しているにも拘らず、14C の放射能濃度計算結果は過小評価すると

いう矛盾した結果となっている。これは黒鉛中の N の分析手法が原因であると考えられる。

3.2.4 項で述べた通り、N2 分子の表面吸着の影響が過大に評価されることが期待できることか

ら、本検討では微粉砕した黒鉛粉末を分析に使用している。一方で、黒鉛は多孔性の物質であ

り、空隙内の空気中 N2 分子の放射化も重要な 14C の生成機構となる 32,47)。黒鉛を微粉砕するこ

とにより、空隙内の空気は一部散逸することとなる。即ち、本検討では黒鉛構造材の空隙率を

測定していないために程度は推定できないが、試料の微粉砕によって表面吸着の影響が大きく

なるために定量値が過大評価となることよりも、空気の散逸の影響が大きいために、結果とし

て定量値が過小評価となったと解釈できる15。従って、今後同様な分析を実施する場合には、

ある程度まとまった大きさのサンプルを分析することが望ましいと考えられる。 

 放射能濃度の計算結果を用いて放射能インベントリを評価する場合、着目する領域を分割し、

各分割領域における放射能濃度計算値に分割領域の重量を乗じた後、各分割点の計算結果を合

計することにより評価できると考えられる。但し、立教大学炉の構造物全体を考えると、実際

には 2 次元モデルでは考慮していない 4 つの実験孔を有する。Räty ら 48)による TRIGA-II 型炉

の中性子束の 3 次元モンテカルロ計算では、実験孔を空洞とした場合には、実験孔周辺のコン

クリートにおける中性子束が比較的高いことを示している。従って、実験孔周辺の構造材は放

射能濃度が比較的大きくなる。また、本検討で計算した中性子束は、サーマルカラムに近接す

る遮蔽コンクリートにおいて高くなっている。放射能インベントリや、このような 2 次元モデ

ルでは評価が難しい位置から発生する廃棄物の放射能濃度を理論的計算により精度良く評価し

たい場合には、これらの位置に別途 3 次元モデルを用いた計算手法による検討が必要になると

考えられる。 

 

5.3  放射化計算のまとめ 

 巨視的実効断面積の計算、中性子束の計算、生成放射能計算の手順で放射化計算を実施した。

                                                  
15 14C の放射能濃度分析値の C/Mを 5 程度と想定すると、N 含有量は 150 g g1 程度であると推定される。 
これは本検討における N の定量下限値である 10 g g1 よりも大きい。 
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2 次元の簡易的な r–z 座標系モデルを 2 種類使用して、DORT コードにより原子炉体系の中性

子束を計算した。また、この結果を用いて各サンプリング位置における放射能濃度を ORIGEN-

ARP コードにより計算した。サーマルカラムにおける熱中性子束分布の計算結果は実験結果を

再現した。アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートでは、構造材組成分析値を反映し

た組成により計算した核種については良い精度でかつ概ね保守的な放射能濃度計算値が得られ

た。また、文献値等に基づく組成を用いた場合に比べて改善していることが確認できた。但し、

アルミニウム合金では構造材組成分析値を反映したにも拘らず 63Niの計算値が過小評価となっ

た。今後、異なる分析法の適用や更なる評価事例の蓄積により、原因が明確になってくると期

待される。また、アルミニウム合金の 3H の計算値は著しい過大評価となったが、これは計算に

使用した起源元素 Li の含有量の文献データ 20)よりも本検討で使用したサンプルにおける含有

量がさらに低いためであると考えられる。黒鉛では、構造材組成分析の定量下限値を反映した

組成により計算した殆どの核種の放射能濃度は著しい過大評価となった。一方で、黒鉛の 14C

は定量下限値を用いた場合でも過小評価となったが、この原因は不適切な分析法によるもので

あると推測した。以上のことから、今後更なる検討が必要な核種が一部あるものの、研究炉の

解体により発生するアルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートの廃棄物の放射能濃度は、

構造材組成を適切に評価することにより、良い精度で計算できると期待される。一方で黒鉛で

は、放射化計算により放射能濃度を精度良く評価するためには更なる検討を要する。 

 

  

JAEA-Technology 2019-003

- 33 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 34 - 

表 5.1  中性子束分布の計算に用いた構造材組成 

領域 炉心 上部反射壁 下部反射壁 炉心部黒鉛 

炉心タンク  
上部グリッド板  
底部グリッド  
中央シンブル  
アルミカバー 

側部反射体 

密度 
(g cm3) 4.212 1.676 1.421 1.452 2.720 1.650 

元素又は核種 原子数密度 (1024 cm3) 
H 4.505  102 2.280  102 3.470  102 2.400  102   

10B       
11B       
C  3.532  102 3.144  102 3.532  102  8.273  102 
N       
O 1.140  102 1.140  102 1.735  102 1.200  102   
Na       
Mg       
Al 3.278  103 1.408  102 6.131  103 8.682  103 6.071  102  
Si       
P       
S       
K       
Ca       
Ti       
V       
Cr       
Mn       
Fe       
Cu       
Zr 2.237  102      

235U 1.527  104      
238U 6.029  104      
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表 5.1  中性子束分布の計算に用いた構造材組成 

領域 炉心 上部反射壁 下部反射壁 炉心部黒鉛 

炉心タンク  
上部グリッド板  
底部グリッド  
中央シンブル  
アルミカバー 

側部反射体 

密度 
(g cm3) 4.212 1.676 1.421 1.452 2.720 1.650 

元素又は核種 原子数密度 (1024 cm3) 
H 4.505  102 2.280  102 3.470  102 2.400  102   

10B       
11B       
C  3.532  102 3.144  102 3.532  102  8.273  102 
N       
O 1.140  102 1.140  102 1.735  102 1.200  102   
Na       
Mg       
Al 3.278  103 1.408  102 6.131  103 8.682  103 6.071  102  
Si       
P       
S       
K       
Ca       
Ti       
V       
Cr       
Mn       
Fe       
Cu       
Zr 2.237  102      

235U 1.527  104      
238U 6.029  104      
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表 5.1  中性子束分布の計算に用いた構造材組成（続き） 

領域 
回転照射 
棚受け  
空気 

冷却水 アルミニウム 
タンク a 炭素鋼タンク a 遮蔽 

コンクリート a 玉石 

密度 
(g cm3) 1.293 1.000 2.720 7.870 2.695 1.760 

元素又は核種 原子数密度 (1024 cm3) 
H  6.686  102   9.145  103 9.178  104 

10B       
11B       
C    4.907  105   
N 4.269  105   1.212  106   
O 1.129  105 3.343  102   4.225  102 3.250  102 
Na     1.090  103 1.023  103 
Mg   7.932  104  9.049  104 8.415  105 
Al   5.872  102 1.283  106 3.452  103 2.796  103 
Si     1.177  102 1.301  102 
P    1.476  106 2.611  104  
S    1.377  106 6.557  105  
K     4.757  104 1.204  103 
Ca     2.954  103 2.136  104 
Ti   5.034  105  6.757  105 2.913  105 
V     3.270  106  
Cr   1.081  104 1.780  106 3.390  106  
Mn   4.386  105 9.569  106 1.110  105  
Fe   1.249  104 8.979  104 5.638  103 2.810  104 
Cu   6.624  105 1.213  106   
Zr       

235U       
238U       

a 密度の測定結果及び構造材組成分析結果を使用した。 
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表 5.1  中性子束分布の計算に用いた構造材組成（続き） 

領域 モルタル 

普通 
コンクリート  

基礎 
コンクリート 

サーマル 
カラム b ボラル板 重コンクリート 

ドア 
ドアフレーム  

鉄遮蔽 

密度 
(g cm3) 2.100 2.340 1.720 2.501 3.800 7.840 

元素又は核種 原子数密度 (1024 cm3) 
H 1.178  102 9.256  103   8.061  103  

10B    4.089  103   
11B    1.778  102   
C   8.623  102 5.390  103   
N       
O 3.912  102 4.253  102   3.168  102  
Na 6.969  102 1.187  103   5.894  104  
Mg 5.739  104 8.830  104   5.550  104  
Al 2.249  103 3.385  103  4.464  102 2.107  103  
Si 1.201  102 1.315  102 1.180  106  7.565  103  
P       
S 7.258  105 4.959  105   6.255  105  
K 5.117  104 5.548  104   2.943  104  
Ca 3.739  103 3.211  103   2.747  103  
Ti 4.622  105 7.439  105   3.721  105  
V       
Cr       
Mn       
Fe 4.407  104 9.727  104   2.420  102 8.454  102 
Cu       
Zr       

235U       
238U       

b 密度の測定結果を使用した。 
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表 5.1  中性子束分布の計算に用いた構造材組成（続き） 
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サーマル 
カラム b ボラル板 重コンクリート 

ドア 
ドアフレーム  

鉄遮蔽 

密度 
(g cm3) 2.100 2.340 1.720 2.501 3.800 7.840 

元素又は核種 原子数密度 (1024 cm3) 
H 1.178  102 9.256  103   8.061  103  
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11B    1.778  102   
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Mg 5.739  104 8.830  104   5.550  104  
Al 2.249  103 3.385  103  4.464  102 2.107  103  
Si 1.201  102 1.315  102 1.180  106  7.565  103  
P       
S 7.258  105 4.959  105   6.255  105  
K 5.117  104 5.548  104   2.943  104  
Ca 3.739  103 3.211  103   2.747  103  
Ti 4.622  105 7.439  105   3.721  105  
V       
Cr       
Mn       
Fe 4.407  104 9.727  104   2.420  102 8.454  102 
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235U       
238U       

b 密度の測定結果を使用した。 
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表 5.2  放射能濃度評価対象とした領域の微量元素を含む元素組成 
領域 アルミニウムタンク 炭素鋼タンク 遮蔽コンクリート サーマルカラム 
元素 重量比 (wt%) 

H   0.57  
Li 0.0000066a 0.00003a 0.00101b 0.00002c 
B   0.002 0.00005 
C  0.25  100 
N  0.0084 0.00217b 0.001c 
O   41.8b  
Na  0.0023 1.55 0.0001 
Mg 1.2  1.36 0.000008 
Al 98.61 0.033 5.76 0.00006 
Si 0.8  20.44 0.0032 
P  0.05 0.5  
S  0.05 0.13  
Cl  0.004 0.0174b 0.002c 
K  0.0012 1.15  
Ca  0.0014 7.32b  
Sc  0.000026 0.00065  
Ti 0.15 0.0002 0.2  
V  0.008 0.0103 0.0012 
Cr 0.35 0.17 0.0109 0.000028 
Mn 0.15 1.02 0.0377 0.000002 
Fe 0.434b 98.9b 19.47b 0.0005c 
Co 0.000124b 0.0113b 0.00542b 0.000005c 
Ni 0.00215b 0.0435b 0.00471b 0.00002c 
Cu 0.262b 0.173b 0.0025 0.00002c 
Zn 0.25 0.01 0.0075  
Ga  0.008 0.00088  
As  0.0532 0.00079  
Se  0.00007 0.000092  
Br  0.000085 0.00024  
Rb  0.0048 0.0035  
Sr  0.000015 0.0438 0.000039 
Y  0.002 0.00182  
Zr  0.001 0.0071  
Nb 0.00005c 0.00005c 0.00043  
Mo  0.000056 0.00103  
Pd   0.0003  
Ag 0.00005c 0.000114b 0.00002  
Cd   0.00003a 0.00002c 
In    0.0000047 
Sn   0.0007  
Sb  0.0011 0.00018  
Cs  0.00002a 0.00013  
Ba  0.0273 0.0169b  
La  0.00001 0.0013  
Ce  0.0001 0.00243  
Sm  0.0000017 0.0002  
Eu 0.00005c 0.0000031a 0.00005c 0.000005c 
Gd    0.0000005 
Tb  0.000045 0.000041  
Dy   0.00023  
Ho  0.00008 0.00009  
Yb  0.0001 0.00014  
Lu  0.00002 0.000027  
Hf  0.000021 0.00022  
Ta  0.000013 0.000044  
W  0.00055 0.00014  
Pb  0.082 0.0061 0.000012 
Th  0.000018 0.000221b  
U 0.000091b 0.00002a 0.00005c 0.000005c 

a 分析により定量下限値のみ得られたが、文献等のデータに比べて高いため、文献等のデータを使用している。 

b 分析データを使用している。 
c 分析による定量下限値を使用している。 
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図 5.1  立教大学炉の 2 次元 r–zモデルの概略図 

一点鎖線は炉心中心面、点線領域 S1–S4 はサンプリング位置を表す。(a) 基本モデル。炉心からタンク壁方向

をモデル化した。(b) サーマルカラムモデル。炉心からサーマルカラム方向をモデル化した。 
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図 5.2  立教大学炉の運転履歴 
(a) 年度毎及び運転停止までの積算熱出力量 12)。(b) 計算に用いた運転ヒストグラム。 
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図 5.3  2 次元 r–z モデルにおける熱中性子束の等高線図 
点線領域 S1–S4 はサンプリング位置を表す。(a) 基本モデル。(b) サーマルカラムモデル。 
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図 5.3  2 次元 r–z モデルにおける熱中性子束の等高線図（続き） 
点線領域 S1–S4 はサンプリング位置を表す。(a) 基本モデル。(b) サーマルカラムモデル。 
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図 5.4  炉心中心面における半径方向の中性子束分布 
実線は計算値（3 群）であり、炉心から 250 cm までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の境界を表す。 

(a) 基本モデル。矢印は、実際には円柱軸方向に 10 mm のずれがあるが、サンプリング位置 S1 のアルミニウ

ムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリートの位置にほぼ対応している。(b) サーマルカラムモデル。 

矢印は S4 のサンプリング位置を表す。比較のため、実測値 44)を破線で示した。 
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図 5.4  炉心中心面における半径方向の中性子束分布（続き） 
実線は計算値（3 群）であり、炉心から 250 cm までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の境界を表す。 

(a) 基本モデル。矢印は、実際には円柱軸方向に 10 mm のずれがあるが、サンプリング位置 S1 のアルミニウ

ムタンク、炭素鋼タンク及び遮蔽コンクリートの位置にほぼ対応している。(b) サーマルカラムモデル。 

矢印は S4 のサンプリング位置を表す。比較のため、実測値 44)を破線で示した。 
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図 5.5  炉心中心軸における円柱軸方向の中性子束分布 
実線は計算値（3 群）であり、炉心の 190 cm 下部から 210 cm 上部までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の

境界を表す。図中に示した領域又は材質は、炉心の 54.9 cm 下より高い位置においては、厳密には直径 3.8 cm

の中央シンブル領域（アルミ）のすぐ外側のものを表す。矢印は S3 のサンプリング位置を表す。(a) 基本モ

デル。(b) サーマルカラムモデル。 
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図 5.5  炉心中心軸における円柱軸方向の中性子束分布 
実線は計算値（3 群）であり、炉心の 190 cm 下部から 210 cm 上部までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の

境界を表す。図中に示した領域又は材質は、炉心の 54.9 cm 下より高い位置においては、厳密には直径 3.8 cm

の中央シンブル領域（アルミ）のすぐ外側のものを表す。矢印は S3 のサンプリング位置を表す。 

(a) 基本モデル。(b) サーマルカラムモデル。 
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図 5.5  炉心中心軸における円柱軸方向の中性子束分布 
実線は計算値（3 群）であり、炉心の 190 cm 下部から 210 cm 上部までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の

境界を表す。図中に示した領域又は材質は、炉心の 54.9 cm 下より高い位置においては、厳密には直径 3.8 cm

の中央シンブル領域（アルミ）のすぐ外側のものを表す。矢印は S3 のサンプリング位置を表す。(a) 基本モ

デル。(b) サーマルカラムモデル。 
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図 5.5  炉心中心軸における円柱軸方向の中性子束分布（続き） 
実線は計算値（3 群）であり、炉心の 190 cm 下部から 210 cm 上部までの計算結果を示す。一点鎖線は領域の

境界を表す。図中に示した領域又は材質は、炉心の 54.9 cm 下より高い位置においては、厳密には直径 3.8 cm

の中央シンブル領域（アルミ）のすぐ外側のものを表す。矢印は S3 のサンプリング位置を表す。 

(a) 基本モデル。(b) サーマルカラムモデル。 
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6. まとめ 
 

研究炉施設の解体廃棄物に対する共通的な放射能濃度評価方法の構築に向けて、立教大学の

TRIGA-II 型炉を対象として理論計算法の適用性に関する検討を行った。立教大学炉からサンプ

リングしたアルミニウム合金、炭素鋼、遮蔽コンクリート及び黒鉛のサンプルに対し、構造材

組成分析と放射能分析を実施した。これらの分析には同一のサンプルを使用した。分析対象元

素及び核種は、文献データ等に基づく予備的な放射化計算により、放射能への寄与が大きい核

種とその起源元素を中心に選定した。得られた構造材組成分析結果は放射化計算に反映した。

放射化計算結果は精度を評価するために放射能分析結果と比較した。 

 構造材組成分析においては、アルミニウム合金では 9 元素、炭素鋼では 10 元素、遮蔽コンク

リートでは 13 元素、黒鉛では 10 元素の分析を実施した。有意な分析値が得られた元素のうち、

一部についてはタンク壁部と底部において濃度が大きく異なるという不均一性が見られた。得

られた分析結果を文献データと比較したところ、アルミニウム合金では元素含有量の傾向が一

致し、炭素鋼では分析結果が概ね一致した。遮蔽コンクリートでは原料に基づく文献データと

の差異が見られ、黒鉛では分析対象とした全ての元素が定量下限値未満となった。 

 放射能濃度を測定した核種はアルミニウム合金について 3H、60Co、63Ni、炭素鋼について 3H、

60Co、63Ni、152Eu、遮蔽コンクリートについて 3H、60Co、152Eu、黒鉛について 3H、14C、60Co、
63Ni、152Eu であった。炭素鋼の 3H 及び 152Eu を除いた全ての核種について分析値が得られた。

特に黒鉛は、構造材組成分析では全ての元素が定量下限値未満であったにも拘らず、放射能分

析値が得られ、この 99%以上が 14C であった。複数箇所のサンプルを分析したアルミニウム合

金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートでは、異なるサンプリング位置の同じ構造材及び核種の放射

能比は概ね一定の範囲であり、これは主に熱中性子束の比を反映していると考察した。 

 放射化計算は、巨視的実効断面積の計算、中性子束の計算、生成放射能計算の手順で実施し

た。中性子束の計算には DORT コード、放射能濃度計算には ORIGEN-ARP コードを使用した。

計算体系として、2 次元の簡易的な r–z 座標系モデルを 2 種類使用した。サーマルカラムにお

ける熱中性子束分布の計算結果は実験結果を再現した。アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コ

ンクリートでは、構造材組成分析値を反映した組成により計算した核種については概ね保守的

かつ精度の良い放射能濃度計算値が得られ、文献値等に基づく組成を用いた場合に比べて改善

していることが確認できた。但し、アルミニウム合金では、構造材組成分析値を反映したにも

拘らず 63Ni の計算値が過小評価となったことから、この点に留意して計算による評価を行う必

要がある。黒鉛では、構造材組成分析の定量下限値を反映した組成により計算した殆どの核種

の放射能濃度は著しい過大評価となった。一方で、定量下限値を用いた場合でも黒鉛の 14C は

過小評価となったが、これは不適切な N の分析法によるものであると推測した。 

以上により、今後更なる検討が必要な核種が一部あるものの、研究炉の解体により発生する

アルミニウム合金、炭素鋼及び遮蔽コンクリートの廃棄物の放射能濃度は、それらの構造材組

成を適切に評価することによって、理論計算法により良い精度でかつ保守的に評価できる見通

しを得ることができた。但し黒鉛については、構造材組成分析では定量下限値未満であった元

素を起源とする全ての測定対象核種の放射能分析値が得られたこと、最も放射能分析値が高か
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った 14C の起源元素である N の分析が特に困難であることから、放射化計算よりも黒鉛サンプ

ルの放射能分析による評価の方が容易かつ信頼できる場合もあると考えられる。また、2 次元

モデルでは評価が難しい位置についての放射能濃度評価の際には、別途 3 次元的な計算手法に

よる検討が必要になると考えられる。 

 

 

謝 辞 
 

 本検討において原子炉構造材のサンプリングは立教大学原子力研究所の TRIGA-II 型炉の廃

止措置計画の一部として実施されました。立教大学原子力研究所の丹沢富雄氏及び関係者の

方々のご協力に感謝いたします。また、コアボーリングを実施して頂いた三洋工業株式会社及

び千代田メインテナンス株式会社の作業者の方々に感謝いたします。構造材サンプルは株式会

社 化研において分析されました。分析作業を実施頂いた方々に感謝いたします。 

 本報告書をまとめるにあたり、有益なコメントを頂きました原子力機構安全研究センターの

島田太郎氏及び埋設事業センターの佐々木紀樹氏に感謝いたします。 

 

JAEA-Technology 2019-003

- 47 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 48 - 

参考文献 
 

1) 辻 智之 他: “JPDR 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討（1）”, JAEA-Technology 

2012-045 (2013) 37p.  

2) 辻 智之 他: “JPDR 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討（2）”, JAEA-Technology 

2015-009 (2015) 46p.  

3) 星野  譲  他 : “照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法の検討”, JAEA-

Technology 2015-015 (2015) 96p.  

4) 辻 智之 他: “照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法の検討（2）”, JAEA-

Technology 2017-010 (2017) 75p.  

5) 林 宏一 他: “JRR-2 及び JRR-3 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討”, JAEA-

Technology 2018-001 (2018) 66p.  

6) 日本原子力学会: “日本原子力学会標準 ピット処分及びトレンチ処分対象廃棄物の放射能

濃度決定に関する基本手順：2011”, AESJ-SC-F022:2011 (2012) 193p. 

7) International Atomic Energy Agency: “Strategy and methodology for radioactive waste 

characterization”, IAEA-TECDOC-1537 (2007) 169p.  

8) 日本原子力学会 「原子力アゴラ」特別専門委員会 研究炉等の役割検討・提言分科会: “我が

国における研究炉等の役割について 中間報告書”, (2016) 45p.  

9) 助川 武則 他: “原子炉施設廃止措置のための残存放射能インベントリ評価コードシステム

RADO”, JAEA-Data/Code 2008-009 (2008) 57p.  

10) 坂井 章浩 他: “研究施設等廃棄物の埋設処分における安全評価上重要核種の選定（その 3）

–RI・研究所等廃棄物に係る主要放射性廃棄物発生施設毎の重要核種の予備評価–”, JAEA-

Technology 2010-021 (2010) 152p.  

11) International Atomic Energy Agency: “Data analysis and collection for costing of research reactor 

decommissioning”, IAEA-TECDOC-1832 (2017) 110p.  

12) 原澤 進: “立教大学における研究炉廃止措置実績”, デコミッショニング技報, no. 33, pp. 13-

25 (2006).  

13) 山本 健土 他: “炉内構造物の放射化核種の主要な生成経路（共同研究）”, JAEA-Research 

2013-038 (2014) 88p.  

14) 天澤 弘也 他: “研究施設等廃棄物浅地中処分施設の概念設計”, JAEA-Technology 2012-031 

(2012) 338p.  

15) 平成十七年文部科学省令第四十九号: “試験研究の用に供する原子炉等に係る放射能濃度に

ついての確認等に関する規則” (2005).  

16) H. D. Oak et al.: “Technology, safety and costs of decommissioning a reference boiling water reactor 

power station (appendices)”, NUREG/CR-0672-vol. 2 (1980) 666p.  

17) J. C. Evans et al.: “Long-lived activation products in reactor materials”, NUREG/CR-3474 (1984) 

167p.  

18) 川太 徳夫 他: “「ふげん」発電所の主要構造材元素組成分析”, 日本原子力学会和文論文誌, 

JAEA-Technology 2019-003

- 48 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 48 - 

参考文献 
 

1) 辻 智之 他: “JPDR 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討（1）”, JAEA-Technology 

2012-045 (2013) 37p.  

2) 辻 智之 他: “JPDR 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討（2）”, JAEA-Technology 

2015-009 (2015) 46p.  

3) 星野  譲  他 : “照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法の検討”, JAEA-

Technology 2015-015 (2015) 96p.  

4) 辻 智之 他: “照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法の検討（2）”, JAEA-

Technology 2017-010 (2017) 75p.  

5) 林 宏一 他: “JRR-2 及び JRR-3 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の検討”, JAEA-

Technology 2018-001 (2018) 66p.  

6) 日本原子力学会: “日本原子力学会標準 ピット処分及びトレンチ処分対象廃棄物の放射能

濃度決定に関する基本手順：2011”, AESJ-SC-F022:2011 (2012) 193p. 

7) International Atomic Energy Agency: “Strategy and methodology for radioactive waste 

characterization”, IAEA-TECDOC-1537 (2007) 169p.  

8) 日本原子力学会 「原子力アゴラ」特別専門委員会 研究炉等の役割検討・提言分科会: “我が

国における研究炉等の役割について 中間報告書”, (2016) 45p.  

9) 助川 武則 他: “原子炉施設廃止措置のための残存放射能インベントリ評価コードシステム

RADO”, JAEA-Data/Code 2008-009 (2008) 57p.  

10) 坂井 章浩 他: “研究施設等廃棄物の埋設処分における安全評価上重要核種の選定（その 3）

–RI・研究所等廃棄物に係る主要放射性廃棄物発生施設毎の重要核種の予備評価–”, JAEA-

Technology 2010-021 (2010) 152p.  

11) International Atomic Energy Agency: “Data analysis and collection for costing of research reactor 

decommissioning”, IAEA-TECDOC-1832 (2017) 110p.  

12) 原澤 進: “立教大学における研究炉廃止措置実績”, デコミッショニング技報, no. 33, pp. 13-

25 (2006).  

13) 山本 健土 他: “炉内構造物の放射化核種の主要な生成経路（共同研究）”, JAEA-Research 

2013-038 (2014) 88p.  

14) 天澤 弘也 他: “研究施設等廃棄物浅地中処分施設の概念設計”, JAEA-Technology 2012-031 

(2012) 338p.  

15) 平成十七年文部科学省令第四十九号: “試験研究の用に供する原子炉等に係る放射能濃度に

ついての確認等に関する規則” (2005).  

16) H. D. Oak et al.: “Technology, safety and costs of decommissioning a reference boiling water reactor 

power station (appendices)”, NUREG/CR-0672-vol. 2 (1980) 666p.  

17) J. C. Evans et al.: “Long-lived activation products in reactor materials”, NUREG/CR-3474 (1984) 

167p.  

18) 川太 徳夫 他: “「ふげん」発電所の主要構造材元素組成分析”, 日本原子力学会和文論文誌, 

JAEA-Technology 2019-003 

- 49 - 

vol. 9, no. 4, pp. 405-418 (2010).  

19) 助川 武則 他: “原子炉の廃止措置における残存放射能評価方法の検討（受託研究）”, JAERI-

Tech 2001-058 (2001) 81p.  

20) 岸本 克己 他: “中性子束分布計算に 3 次元体系を導入した JRR-2 原子炉本体放射化放射能

量評価”, JAERI-Tech 2005-016 (2005) 83p.  

21) 日本工業規格: “アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条”, JIS H 4000:2014 (2014).  

22) 今井 久: “廃止措置における原子炉用黒鉛の処理・処分”, デコミッショニング技報, no. 10, 

pp. 13-22 (1994).  

23) 原子力環境整備センター: “原子力発電所の運転及び解体に伴い発生する廃棄物の物量、性

状等に関する資料集” (1998) 40p.  

24) 日本工業規格: “固体の密度及び比重の測定方法”, JIS Z 8807:2012 (2012).  

25) 日本工業規格: “アルミニウム及びアルミニウム合金の誘導結合プラズマ発光分光分析方

法”, JIS H 1307:1993 (1993).  

26) 日本工業規格: “鉄及び鋼–ICP 発光分光分析法– 第 1 部：多元素定量方法–酸分解・二硫酸カ

リウム融解法”, JIS G 1258-1:2014 (2014).  

27) 環境省 水・大気環境局: “底質調査方法”, (2012) 417p.  

28) 日本工業規格: “セメントの化学分析方法”, JIS R 5202:2010 (2010).  

29) 核燃料・炉材料等分析研究委員会: “高純度黒鉛の分析 –標準試料の製作と分析方法の開発

–”, JAERI-M 93-013 (1993) 111p. 

30) 橋谷 博 他: “原子炉用黒鉛中の不純物元素の分析化学的研究”, 分析化学, vol. 35, no. 11, pp. 

920-925 (1986).  

31) T. D. Burchell: “Graphite: properties and characteristics”, Comprehensive nuclear materials, Edited 

by R. J. M. Konings, pp. 285-305 (2012). 

32) A. V. Bushuev et al.: “Radionuclide characterization of graphite stacks from plutonium production 

reactors of the Siberian groups of chemical enterprises”, Proceedings of the IAEA Technical 

Committee Meeting on Nuclear Graphite Waste Management, Manchester, United Kingdom, October 

18-20, pp. 1-16 (1999). 

33) R. Takahashi et al.: “Investigation of morphology and impurity of nuclear grade graphite, and 

leaching mechanism of carbon-14”, Proceedings of the IAEA Technical Committee Meeting on 

Nuclear Graphite Waste Management, Manchester, United Kingdom, October 18-20, pp. 1-15 (1999).  

34) T. Miyatani et al.: “Quantitative analysis of trace amounts of impurities contaminating pure graphite 

with ICP-MS and metal atomizer FLAAS”, Proceedings of a Specialists Meeting, Tokai, Japan, 

September 9-12, IAEA-TECDOC-690, pp. 304-308 (1993).  

35) 亀尾 裕 他: “研究施設等廃棄物に含まれる放射性核種の簡易・迅速分析法（分析指針）”, 

JAEA-Technology 2009-051 (2009) 81p.  

36) 文部科学省: “放射性炭素分析法”, 放射能測定法シリーズ 25 (1993) 83p.  

37) 日本工業規格: “鉄及び鋼–ニッケル定量方法”, JIS G 1216:1997 (1997).  

38) W. A. Rhoades and R. L. Childs: “The DORT two-dimensional discrete ordinates transport code”, 

JAEA-Technology 2019-003

- 49 -



JAEA-Technology 2019-003 

- 50 - 

Nucl. Sci. Eng. vol. 99, no. 1, pp. 88-89 (1988).  

39) S. M. Bowman et al.: “ORIGEN-ARP: a new Windows PC package for ORIGEN users”, Proceedings 

of the Biennial RPSD Topical Meeting, Santa Fe, New Mexico, United States of America, April 14-

18 (2002).  

40) 長谷川 明: “JENDL-3.2 に基づく炉定数 中性子 300 群線 104 群 JSSTDL-300 ライブラリー

について（JSSTDL 98 version）”, 核データニュース, no. 62, pp. 43-52 (1999).  

41) T. Nakagawa et al.: “Japanese evaluated nuclear data library version 3 revision-2: JENDL-3.2”, J. 

Nucl. Sci. Technol. vol. 32, no. 12, pp. 1259-1271 (1995).  

42) 黒澤 亮平 他: “研究施設等廃棄物の放射能インベントリ評価に用いる中性子束計算ツール

の整備”, JAEA-Data/Code 2015-005 (2015) 82p.  

43) B. E. Watt: “Energy spectrum of neutrons from thermal fission of U235”, Phys. Rev. vol. 87, no. 6, pp. 

1037-1041 (1952).  

44) 原子力施設デコミッショニング研究協会: “平成 11 年度原子炉解体高度化技術開発 成果報

告書（その 2）–核燃料施設等解体技術総合調査–” (2000).  

45) K. H. Beckurts and K. Wirtz: “Neutron physics”, Translated by L. Dresner, Springer-Verlag Berlin 

Heidelberg GmbH (1964) 444p.  

46) K. Takamiya et al.: “Excitation function for 63Cu(n,p)63Ni reaction in neutron energy range up to 15 

MeV”, Appl. Radiat. Isot. vol. 66, no. 10, pp. 1321-1324 (2008).  

47) A. Räty et al.: “Preliminary waste characterization measurements in FiR 1 TRIGA research reactor 

decommissioning project”, Nucl. Technol. vol. 203, no. 2, pp. 205-220 (2018).  

48) A. Räty et al.: “FiR 1 TRIGA activity inventories for decommissioning planning”, Nucl. Technol. vol. 

194, no. 1, pp. 28-38 (2016). 

 

 

 

JAEA-Technology 2019-003

- 50 -



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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